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第６４回全国大会を
終えて

北海道高等学校等教頭 ・副校長会会長

北海道大会運営委員長

高橋　昌宏

第６４回全国高等学校教頭 ・副校長会総会及

び研究協議大会と全国理事研究協議会を、７月

３０ 日～ ８月 １口 （金）の ３日 間、 北海道が主管

県となり 札幌市教育文化会館で間催しま した。

全国から ４７２名をお迎え し、 盛会のう ちに大会

を終える こと ができま した。ご参旭いただいた

皆様には心よ り感謝とお礼を申 し上げま す。

本大会は、匚日本社会に根ざしたウ ェルビーイ

ングの向上につながる高校教育の在 り方～学校

から世界へ　 持続可能な社会を目指して～」を

統一主題に掲げま した。大会期間中は統一主題

の下、講演や各分科会での研究発表、さ らに積

極的な質疑応答な どを通じて研鑚を積みました。

初口の「全国理事研究協議会」 の講演では、

株式会社セコマ取締役会長の丸谷留保様から 「サ

プライチェーン＝地域に根をおろした経営」と

いう 演題でご講演をいただきま した。過疎化が

進む町での出店や地域と協働した取組を通して、

顧客満足度を長く 首位を独走する秘訣や少子化

や高齢化が進む高校教育の未来をど う乗 り越え

るのかを論理的に示唆していただけました。

２口 目の開会式後には、オンラインにてスポー

ツ庁地域スポーツ課課長補佐の大野雅史様から

匚部活動の地域展開等について」という演題でご

講話をいただきま した。総会で は、 令和 ６年度

事業 ・決算報告、 令和 ７年度事業計画・ 予算案

をは じめ、本大会の大会宣言及び令和９年度全

国大会開催地 （鳥取県）の提案があ り承認され

まし た。 議事終了後に は、 次年度開催県の東京

都の大会準備委員長から開催案内があり ました。

午後の歓迎公演は、ラ ンチ ョンセミ ナー方式

で実施し、株式会社ＣＯＭＭＯＮＳ　ＦＵＮ代表の林

匡宏様が取り組まれている 「まちづくり体験プ
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ログラム」の講話、そ して北海道大麻高等学校

チアリーディ ング部による息のあっ た素敵な演

舞は、参加者には幾分かの くつろぎを感 じてい

ただいたと思います。

そして、 午後からの分科会では 、全国から

１２ 本の研究発表が行われました。 質疑応答では

時間上の都合によ り、 質問等を打ち切る ほどの

活発な協議が実施されまし た。 また、北海道教

育委員会及び北海道高等学校長協会からは、今

後の教育活動の指針と なる示唆に富むご指導・

ご助言を頂戴いた しま した。

３日 目は、株式会社フ ァイ ターズ・ スポーツ

＆エンターテイメ ント常務取締役・ 事業統括本

部長の前沢　賢様に「ファイターズか描く事業

戦略～非連続の成長に向かって～」 と題してご

講演をいただきま した。公共性と経済合理性や
マネ ジメ ント と組職人について、フ ァイ ターズ

躍進のエビデンス とと もに非常にわかり やすく

お話をいただきま した。

最後に、 文部科学省、 北海道教育委員会、札

幌市教育委員会、 全国高等学校長協会、 北海道

高等学校長協会、 公益財団法大日本教育公務員

弘済会北海道支部など多く の関係者のご支援、

ご協力に より 北海道大会を無事に終える ことが

できました。 この場をお借りして皆様に深くお

礼を申し上げます。

（北海道札幌東高等学校　副校長）
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会長二期 目を迎えて

会長　松井 章朗

はじめに、今年も年度当初より 日本全国各地

で地震や風水害等の天変地異のよう な災害が頻

繁におこ りま した。被災されま した皆様には心

より お見舞い申し上げます とと もに一日 も早い

復旧と、 皆様の安全と ご健康をお祈り申し上げ

ます。

今夏は猛暑の 申、 ７月 ３０ 日か ら８ 月１ 日に

かけて北海道札幌市にて第 ６４ 回全国大会を開

催し、全国よ り４ ７２ 名の会員の皆様に ご参加

いただき まし た。 文部科学省か らのご祝辞、ま

た北海道でご活躍されてい る株式会社フ ァイ

ターズスポーツ＆エンターテイメン ト前沢賢

様の貴重な講演もいただき、大変有意義な大会

であったと確信しています。北海道大会の運営

にあたられま した高橋大会運営委員長をはじめ

北海道高等学校教頭・ 副校長会の皆様には深く

感謝申し上げます。

私におき ましては令和 ６年度の滋賀大会に

おい て、 皆川前会長よ り会長職を引継ぎ、令和

７年度の北海道大会で も全国高等学校教頭・副

校長会の会長 として再任されま した こと 、大変

光栄に存 じま す。 事務局は引き続き玉井篤事務

局長、福田洋三事務局次長の体制でご支援いた

だけ るよ うで恐縮至極です。教職経験３７年、

副校長経験１１年とまだまだ若輩者でございま

すが、その経験を活か し、 会員の皆様のため精

一杯努めて参る所存でございます。

さて、教育現場では、 現学習指導要領に基づ

き、 すべての子供たちの可能性を引き出す「令

和の 日本型学校教育」 が着実に進め られていま

す。 厂社会に 開かれた教育課程」の実現を目指

し、 「知識及び技能」 「思考力 ・判断力 ・表現力」匚学

びに向か う力 ・人間性」の ３つの育成すべき力

の定着に向け、適切にカリ キュ ラム ・マネジメ

ントを行っています。

学習指導では、観点別評価の導入や Ｉ人 １台

端末を利活用 した授業改善を通 じて、匚個別最

適な学び」および 「協働的な学び」 の一体化が

着実に進んでおり ます。特に厂総合的な探究の

時間」において課題発見力 ・解決力、広い視野

を持って 自らの考えを表現 し、 他者の意見に耳

を傾け、 協議内容をま とめてい く力の育成の指
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導の研究 ・実践も進んでいます。

近年では、経済的理由によ る就学困難への対

応、 通学困難な生徒への支援、 発達段階に応じ

た通級による指導、気象警報時等の緊急対応な

ど、 多様な課題に対し学校現場の柔軟な対応が

求め られています。加えて、防災教育、 安全教

育、 消費者教育・ 金融教育 ・主権者教育など、

教科の枠を超えた指導の充実も求め られるよう

になってきており ます。

多忙感の増す学校現場において、国や教育委

員会のみなら ず、 保護者・ 地域の皆様の理解も

深ま り、 教員給与特別措置法の改正や教育活動

のス リム化、 地域やＯ Ｂに よる 部活動支援な

ど、 労働環境の改善が少しずつ進行 し、 関係各

方面には感謝申し上げます。

一方で、 中央教育審議会においては、次期学

習指導要領の改定に向けて専門部会が設置さ

れ、 教科ごとの見直しが本格化していく 見通し

です。現行の学習指導要領の着実な運用に取り

組みつつ、改定動向に も注視してい く必要があ

ります。

また、高校授業料無償化に伴う 公立高校の志

願倍率の低下、教員志願者数の減少によ る人材

確保の難 しさ、教師の資質能力の向上、 生成

ＡＩ を活用した指導の取り 組み、大学の入学選

抜の年内入試の拡大に伴う 指導体制の構築、教

科横断的な授業の開発など、多岐にわたる喫緊

の課題も山積しています。 私達教頭・副校長は、

校長の学校経営を補佐する視点に立ち、 教育改

革の動向を把握しなが ら、 リーダー シッ プを発

揮するこ とが求められています。

そのためには、教育現場や生徒の状況を的確

に把握し、教頭・ 副校長同士が積極的に情報交

換を行い、課題を共有 し、 解決策を見出 し、実

践してい くこ とが重要です。

これこそが、 先人の皆様によって築かれた全

国高等学校教頭・ 副校長会の職能団体と しての

根幹であ り、 各県 ・各地区の研究協議会および

全国大会は、 本会の存立基盤と なっ てお りま

す。

今後とも、教頭・ 副校長の皆様には健康に留

意され、 校長先生方ならびに文部科学省 ・各教

育委員会の皆様におかれま して は、 変わ らぬご

理解 とご支援を賜 りま すよ うお願い 申し上げ、

私の挨拶とさせていただきます。

（東京都立千早高等学校　副校長）
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第６４回総会 一研究協議大会報告

事務局長　玉井　篤

第６４回全国大会（総会及び研究協議大会）は、

を７ 月３０日から ８月 １日までの日程で、北海

道札幌市にて開催 しま した。

○開会式 ・全体会 （講話・ 総会 ・講演）

７月 ３０ 日（木） 午前に、 開会式・ 講話 ・総

会を札幌市教育文化会館大ホールにて開催し

ました。 ご来賓と して北海道教育委員会教育

長中島俊明様、札幌市教育委員会教育長 山根

直樹様、 北海道教育庁教育指導監柴田　亨様、

北海道教育庁学校教育局高校教育課長高田安

和様、全国高等学校長協会事務局長 宮本久也

様、 北海道高等学校長協会会長 佐賀　聡様に

ご臨席賜 りま した。文部科学省初等中等教育局

長望月禎様のご祝辞は、文部科学省初等教育

局視学官 藤野　敦様の代読でオンライ ンに て、

全国高等学校長協会会長内田隆志様からのご

祝辞は宮本事務局長様の代読により披露いただ

きま した。

開会式終了後、ス ポーツ庁地域スポーツ課課

長補佐大野雅史様よりオンラインにて「部活

動の地域展開等について」 を主題に約５０分間

ご講話いただきま した。

総会では令和 ６年度の事業報告、会計決算

報告、令和７ 年度新役員の選出、部会組織報

告の後、 松井章朗会長より二期目を迎えるに当

たって挨拶があり ました。 続けて、 令和 ７年

度事業計画、 予算案の審議、令和７ 年度 と８

年度の研究発表についての報告、令和９年度

の全国大会を鳥取県にて開催するこ とが発表さ

れま した。いずれの議案も賛成多数で承認され

まし た。 最後 に松井会長が大会宣言を読み上

げ、 拍手をも って採択されました。

昼食時にはランチョンセミナーとして、 株式

会社 ｃｏｍｍｏｎｓ　ｆｕｎ　代表林　匡宏様よ り事業の

紹介、そ の後、北海道大麻高等学校チア リー

ディ ング部の息の合っ た演技を披露いただきま

した。

今次大会では、分科会発表を大会第 ２囗目

の午後に集約し、 １３：３０よ り４主題続けて、第

１分科会を大ホールにて、 第２分科会を小ホー

（３）

ルで、第 ３分科会を研修室 ３０５に て研究発表

を行いま した。

大会第３ 日目 は、 株式会社ファイターズス

ポーツ＆ エンターテイ メン ト常務取締役前沢

賢様より 「フ ァイ ターズが描く 事業戦略～非連

続の成長に向かって～」を拝聴いたしま した。

１　１：００　より 、同ホールに て閉会式を行い、高

橋大会運営委員長がお礼の言葉を述べま した。

第２ 回全国理事研究協議会報告、全国研究

部会報告なら びに各分科会報告 は、 総務部長、

研究部長、各研究委員長よ り報告いたし ます。

○都道府県別参加者数

北海道２４０ 青森 １６ 岩手２宮城２ 秋田２山形７

福島２茨城７ 栃木６群馬６ 埼玉４千葉３

神奈川（ 県）６神奈川 （市 ）５ 山梨４東京２１
新潟３富山９ 石川 ４福＃５ 長野２静岡４

愛知 １０ 名古屋市６岐阜３ 三重６滋賀２

京都５大阪４ 兵庫３神戸市９奈良１ 和歌 山１

鳥取４島根１ 岡山４広島２ 山口４徳島３

香川 ７愛媛７ 高知 ５福岡２ 佐賀 Ｏ長崎２

熊本 １大分１０宮崎１ 鹿児島４ 沖縄４

合計 ４７０名 （他に事務局 ２名）

主管された北海道高等学校教頭 ・訓校長会の

先生方に はご尽力いただき まし た。

○新役員

会　長　松井章朗（東京）

副会長　我孫子達也（北海道） 岡本英雄（栃木）

鈴木紀子（静岡）　　 緒方　稔（熊本）

会　計　黒谷邦男（東京）

会計監査　岡田直人（埼玉） 金内佳子 （千葉）
常任理事　１５名

前川保夫（北海道）蘓武康明（宮城）

綿引志賀子（茨城）大木賢一（山梨）

倉前　正（神奈川） 古川壽秀（東京）

村田聖士（東京）　 山下　剛（東願

帶川有美（長野）　 與谷愼穂匹和
大塚泰之（大阪）　 奥平美香 （京都）

田邊輝臣（岡山）　 尾平　真（香開

富永征子（長崎）

理　 事　 ４７都道府県３市の全国理事８７名

事務局　玉井　篤（局長）福田洋三（次長）

○令和８年度の全国大会（総会・研究協議大会）

主　管　東京都公立高等学校訓校長協会

開催地　 国立オリ ンピ ック記念青少年センター

日　 程　 ８月 ５囗 （水）第２回理事研究協議会

８月６日 （木）開会式・総会・講演・分科会
８月 ７日 （金）分科会
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○令和８ 年度の分科会発表県

・第 １分科会 （管理運営）

北海道、 東京、岐阜、 徳島、（誌上 福井）

・第 ２分科会 （高校教育）

東京、兵庫、 岡山、鹿児島、（誌上 新潟）

・第 ３分科会 （生徒指導）

福島、群馬、 東京、石川、 （誌上長野）

第２ 回全国理事研究協議会報告

全国副会長・ 全国総務部長

栃木県立学校教頭会　会長

岡本　英雄

１　 北海道の地にて

令和 ７年度第 ２回全国理事研究協議会が、７

月３０日 １４ 時３０分 より 、札幌市教育文化会

館（札幌市） で開催されま した。全国の理事を

含む ９３ 名が各都道府県市から 出席 しま した。

会場 とな った札幌市教育文化会館は、大通公

園を通って徒歩で向かうこ とができ、途中にバ

ラ園や噴水な どの景観が楽しめます。

当日 は暑さ厳 しい一目 でしたが、講演を じっ

くり と拝聴後、翌 日に控え た総会及び研究協議

大会の運営に関する打ち合わせ も、 滞り なくス

ムーズに行われま した。

２　 講演 「サプライチ ェー ン経営

＝地域に根をおろ した経営」

株式会社セコマ取締役社長の丸谷留保氏よ

り「サプライチェーン経営＝地域に根をおろし

た経営」 と題 した講演をいただきま した。株式

会社セコマは １９７１ 年創業以来、 北海道に根ざ

した経営を展開し、原材料の調達から製造・物

流・ 小売まで自社で担う独自のサプライチェー

ンを構築しています。 現在、北海道内だけでも

１０００ 店舗を超える 規模を誇る企業です。

講演会当 日に 初め にカ ムチ ャッ カ半島沖を

震源とする地震が発生し、 津波による影響で茨

城県の店舗が一時休業になっているお話から始

まり まし た。

地域密着型のサプライ チェ ーン構築の難し

さと経営をしてい く中での 「本質を見極めるこ

と」 が重要である と語られていました。

続いて、 北海道が抱える人目減少、 過疎化、

高齢化、 環境問題などの現状に触れながら、セ

コマの経営は、単なる食品中心のコ ンビニエン

令和 ７年 １０ 月３１日

スズトア事業だけではなく 、原材料調達・生産、

食品製造、物流、小売、外販までを一貫で行う「サ

プライチェーン経営」 であ るこ とが強調されま

した。

特に 印象だっ たの は、 農業生産法人によ る一

次産業への取 り組みや過疎地への出店に 関する

お話です。地域と の連携に よっ て共創価値を生

み出 し、 地域住民に支えられながら事業を展開

して いる 姿勢が紹介さ れていま した。「できま

せん」と いう こと は簡単だが、 事業の本質や目

的に照ら して 「何とかできないか」 と考え、実

行していくこ とが重要であるとの言葉が印象に

残り まし た。 過疎地に おけ る「 しなやか経営」

は、 単な る寄付ではな く、 持続可能な地域貢献

であると語られま した。

さら に、 北海道産の商品開発や規格外農産物

の活用に よる地域産品の価値向上、 高齢化社会

における社会保障依存の課題、 北海道特有の物

流問題な どに も言及されま した。高校生 とのコ

ラボレーショ ンやコンテス トを通じた人材育成

の取り組みも紹介され、教育との接点も感じる

内容でし た。 今回の講演は、学校経営や人材育

成、 地域 との関連性な ど、 多く の点から深く考

える機会にな り、 有意義な時間 とな りま した。

３　 第２ 回全国理事研究協議会について

・北海道大会運営委員長挨拶

高橋昌宏委員長か ら、 全国の教頭・ 副校長が

一堂に会する この貴重な機会を有意義な ものと

し、 参加者同士の新たな出会いや発見を通じて

多く を学び合い、 共有する こと で、 来週からの

教育活動に生かしてほ しい との挨拶があ りまし

た。

・全国高等学校教頭・ 副校長会会長挨拶

松井章朗会長からは、 全国大会が無事に開催

されたこ とへの喜びと、準備に尽力された北海

道の先生方への深い感謝が述べられました。

・議事

翌日 に予定さ れて いる 総会及び研究協議大

会の進行について最終調整を行われ、準備が滞

りな く進んでいる こと が確認しまし た。

・大会運営上の連絡

村上謙二運営事務局長から、大会運営に関す

る具体的な連絡事項が伝達されまし た。

・その他

調査研究集に 関する説明が行われ、 全国から

集め られた調査結果が今後の教育活動に活用さ

れることが期待されます。

（栃木県立佐野葹高等学校　教頭）
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全国研究部会 ・分科会報告

全国研究部長 ・全国常任理事

東京都公立高等学校則校長協会

全日制部会長

古川　壽秀

１　 全国研究部会報告

令和 ７年度全国研究部会は、７ 月３０日 （水）

午後 １時から北海道札幌市の札幌市教育文化

会館 ３階 ３０２研修室で開催し まし た。 全国会

長、 研究部長、各地区選出の研究副部長 ８名、

研究委員長３名、大会運営委員会（北海道３名）、

大会準備委員会（東京都１ 名）、主管県担当者、

全国事務局の出席によ り、 協議を行いま した。

協議事項につきま しては、 松井会長の挨拶に続

き、 北海道大会での研究発表の確認、『研究集

録第 ５０ 号』 の編集会議の 日程を確認し まし た。

また、調査研究集の編集確認を行い、令和７

年度の特別調査（鹿児島県）についての内容確

認とアンケー ト実施の説明、事務局から調査研

究集に係る調査依頼、令和 ８年度の特別調査（北

信越地区）の担当確認を行いま した。

２　 研究協議大会分科会報告

令和 ７年度全国研究協議会分科会は札幌市教

育文化会館（第１ 分科会： 大ホール、第 ２分科会：

小ホ ール、第 ３分科会 ：研修室 ３０５） にて行

いま した。各分科会での研究発表の内容につい

ては、この後の稿で各研究委員長からの報告と

いた しま す。 今年度の誌上発表は以下の とおり

です。

○第一分科会 （管理運営部門）

「意識と景色を変える働き方改革の取組み」

～学校における業務分析・ 改革モデル構築事業

をと おし て～　　 前　熊本県立熊本北高等学校

櫻井　祐二　教頭

○第二分科会 （高校教育部門）

「教室から始める学校改革」

長崎県立長崎明誠高等学校

大久保　明彦　教頭

○第三分科会 （生徒指導部門）

「多様な学習ニーズへの対応に 向けた取組状況

について」～高等学校における 特別支援教育の

推進について～　　 福岡県立宇美商業高等学校

伊藤　勝啓　教頭

（東京都立石神井高等学校　副校長）

第１ 分科会 管理運営研究

（５）

全国理事

研究委員長　須藤　優
ｌφ

１　 新しい学校づくり に主体的に取り組む組織

づく り～ ”岩国高校” とい う伝統をつな ぐた

めの 「シン・ 岩国高校の取組」～

山口県立岩国高等学校　唐渡　大輔

従前の理数科の取組を踏ま え、 人文系におい

ても探究力醸成のための取組が可能 とな る人文

系の新学科を今年度からスター トした。 本発表

は、 新学科設置に 際して取 り組んだ 「組織づく

りの工夫」厂各種事業を活用した教育の充実且ス

テータスホルダー とのネッ トワークの構築」の

３つの具体的実践の報告である。

少子化や、若者の県外流出が急速に進行する

現状において、多様な生徒のも つ力を最大限に

伸ばすこ とが重要であ ると し、 多様なステータ

スホルダーと の強固な連携によ り、 地域に愛着

を待った逞しい人材を育め ると結んでい る。

２　 沖縄県における教頭業務のマニュアル活用
について

沖縄県立陽明高等学校　比嘉　幸司

沖縄県では高等学校教頭会 ・副校長会に より

「新任教頭のための業務マニュアル」が作成さ

れている。本発表はマニュ アルの充実発展を目

的と し実施し たア ンケート 調査によ る近年の傾

向を分析した結果報告であ る。

その中で教頭職の抱え る問題には、 対人関係

など、従前の課題に加え、 職員勤務管理のデジ

タル化、 学校での ＤＸ 推進や生成ＡＩの普及など、

新たな傾向が見られる とする。

すべての教頭の知恵を結集させる機会の剔出

の上に充実がなさ れ、 多く の教頭に活用される

ことが今後の課題であると している。

３　 教師力・ 学校力の強化に向けた外部資源の

活用について

東京都立福生高等学校　村田　聖上

東京都立上水高等学校　横山　　彩

東京都教育施策大綱では、 より高度な学びの

実現、教員の負担軽減、教育の質向上等の視点
から 、地域を含む人的、物的資源導入の必要性

があ ると する 。本報告は、 各高校閲の情報共有

に課題がある とし、有益な情報の提供を目的と

して実施 したアンケー ト調査の分析であ る。
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本調査を通し て、 外部資源の運用について試

行錯誤しなが ら取 り組んでいる様子がう かがえ

たも のの課題も多 く、 外部資源運用は学校が適

切に管理しなければならず、学校全体でその結

果を共有 し今後の活用を検討してい くこ とが重

要である と結んでいる。

４　 ＩＣＴを活用したエビデンスの収集 ・分析に

よる 望ま しい人間 関係づく りと 資質 ・能力

の向上を 目指す教育活動の実践～小さな学

校だから こそ でき る生徒の コン ピテ ンシー

の育成～

北海道雄武高等学校　平野　厚史

近年、ＩＣＴ の活用により、多様なデータを分

析するこ とで、児童生徒の状況や学び等がより

明確に可視化され、こ れまで教員の間で言語化

されずに共有されてき た経験に基づ く評価の裏

付け とな り、 気付きに くい課題の発見に至る

ケースがある。こ のこ とが 「個別最適な学び」

や「協働的な学び」を一体的に実現する大きな

助け にな ると考え 、ＩＣＴ を活用し た教育実践に

関する取 り組んだ経緯についての報告である。

今回活用 し有用性が認めら れた 「ＡｉＧＲＯＷ」

匚ほっと」「シャボテンログ」 だけでな く、 今後

もＩＣＴ の有胖豈を模索したいとする。

（栃木県立栃木高等学校　教頭）

第２ 分科会 高校教育研究

全国理事

研究委員長代理

（千葉県副会長）

大木　喜信

高校教育研究委員長の千葉南高校簾教頭が、

校務の関係で参加できなく なったため、 代理と

して北海道北海道札幌向陵高校渡部教頭ととも

に、 分科会議長を担当 しま した。

１　 富山県における高校生のウェルビーイング

（真の幸せ） の構築に向けた意識調査と今後

の高校教育の在り方

富山県立富山工業高等学校　加藤　敏秀

生徒のウ ェル ビーイン グに焦点を当てた、非

常に示唆に富む内容であっ た。 特に 「幸せを実

感する分野別の指標」 を７ つに分類 し、 その中

でも 「生きがい」 や「やり がい」に着目 して教

育との関連性を探る姿勢は、教育現場における

新たな視点を提供するものであ り、 大変意義深

いも のである。

令和 ７年 １０ 月３１日

アンケー ト調査を通じて、 生徒がどのよ うな

場面でやりがいを感じているかを丁寧に分析し

ていた点も印象的であった。例えば、職業系学

科の生徒が実習や専門的な活動に集中する中で

やり がいを実感していると いう 結果は、 学科の

特性が生徒の意欲や満足度に大きく 影響してい

るこ とを示してお り、 普過料との比較を通じて

教育の在 り方を再考するき っかけと なっ た。ま

た、 学習状況の調査結果を踏ま えた分析 も非常

に参考になっ た。 満足度の商い学校生活の背景

には、教員の工夫や努力がある こと がう かが

え、 教育現場の質の高さを感じ させるも のであ

る。 さら に、 学科 ごと の比較や部活動の影響な

ど、 多角 的な視点から の分析は、今後の教育施

策に活かせる貴重な知見となっ た。

２　 今日 的教育課題と ＩＣ Ｔ活用の可能性

～茨城県進路 ・学習指導委員会の取組事例～

茨城県立 日立北高等学校　鈴木　隆一

茨城県内 ８校にお ける 「ＩＣＴ 活用 を通 じて教

育課題の解決を図る実践的な取組」 を紹介した

ものであ り、 非常に意義深い内容であっ た。特

に、 ＥｄＴｅｃｈ 委員会（ 日立北高校の ＩＣＴ活用を

推進する委員会） を中心と した校内体制の整備

によ り、 業務改善 ・校内研修・ 国際理解の三領

域において具体的な成果を挙げている点は高く

評価できる。

生徒への連絡事項の伝達を、参集せず

Ｇｏｏｇｌｅ　Ｃｌａｓｓｒｏｏｍで行い、空いた時間を朝ド
リルの時間に教員が教室に滞在 し、 生徒への声

かけや個別指導を行う 工夫 は、 学習習慣の定着

を図 る上で効果的であ る。 また、英検二次面

接対策と して のイ ング リッ シュ カフ ェの継続

的な実施 に、 ＩＣＴを活用 して教員 と生徒のスケ

ジュール管理とアナウ ンス システムを構築した

こと は、 教員の負担軽減と 生徒の主体的な学び

の促進を両立させる好例である。

さら に、 校内研修では初任者による Ｇｏｏｇｌｅ
フォーム講習や、 外部講師によるロイロノート

研修を通 じて、教員の ＩＣＴ活用能力の向上を

図っ ているこ とは、ＩＣＴ を単なる道具 としてで

はな く、 教育の質を高める手段 として位置づけ

ていくために必要なこ とである。

本発表は、ＩＣＴ 活用 によ る教育改革の可能性

を具体的に示すも のであり 、他校に とっ ても大

いに参考となる内容であっ た。

３　 子供の豊かな学びを創造する、 地域から求

めら れる 商校づく り～全定併置 ・普通科進

学校同士の再編統合の経緯～

北海道岩見沢東高等学校　小野寺　典祥

岩見沢東高校 （東商） と岩見沢西高等学校（西
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高） はと もに １００年以上の歴史のある高校で

あり、その２校が統合し、今年度４月に、新生「岩

見沢東高等学校」 としてスター トした。 統合準

備から現在進行形での学校運営についての貴重

な話や、 探究的な学びの深化と学校の魅力向上

を両立さ せる好事例の紹介は、 他校にと っても

大いに参考と なる 内容であ った。

特に、教科書選定から卒業論文に至るま での

学習の流れを体系的に構築 し、 日常の授業の中

に探究的な視点を浸透させている点は高く評価

でき る。

探究活動を総合的な探究の時間だけで完結さ

せるのではな く、 通常授業の中で生徒が 「考え

る」 経験を積み重ねる こと の重要性を強調して

いた点は、教育の本質を突いている。生徒の思

考を引き出す授業づく りや、課題設定の工夫

は、 まさ に教員の力量が問われる部分で ある。

また、ＤＸハイス クール指定や進路実績の向上、

定時制課程の移転についての話など、興味の尽

きない発表であっ た。

４　 魅力ある学校づくり

～「あお もり 創造学」 への取り 組み と「地

域との連携」 について～

青森県立弘前中央高等学校　伊藤　博文

青森県立鰺ヶ沢高等学校　　中畑　歩美

地域の教育課題に真正面か ら向き合い、 学校

の魅力化に向けた具体的な取組を丁寧に紹介し

たも のであり 、大変意義深い内容であっ た。少

子化による学校統廃合の流れが進む中で、都市

部と過疎地域それぞれの課題に応じた工夫がな

されてい る点 は、 今後の教育の在り 方を考える

上で大いに参考となる。

弘前中央高校では、生徒一人ひ とり がテーマ

を設定す る「ＳａｋｕｒａＴｉｍｅ」や、弘前大学との

連携による探究活動の支援など、進学志向の高

い生徒の意欲を引 き出す仕組みが整って いる。

一方、鰺 ヶ沢高校では、地域資源を活用 した

探究活動 「鰺ヶ沢みらい探究」 や、 ゴルフ部・

ＴｉｋＴｏｋ 部な ど特色あ る部活動の創設、 さらに

は町との連携による支援制度の充実など、地域

とと もにある学校づく りを推進している。

両校の取組は、青森県教育委員会が推進する

「あ おも り創造学」の理念にも 合致 して おり、

地域に根ざした教育の可能性を示す好事例であ

る。 また、今回の発表は、 中南 ・西北支部合同

によ る発表と して も意義深 く、 今後の支部再編

や地域教育の方向性を考える上で貴重な一歩と

なっ た。

（千葉県立八街高等学校　教頭）

第３ 分科会 生徒指導研究

（７）

全国理事代理

研究委員長　伊藤　伸一
－　　゛

１　 生徒にと って、安全・ 安心な学校づ くりと

支援について

三重県立尾鷲高等学校　高塚　幸誠

三重県の教頭会研究委員会において、令和６

年度は「生徒にと って、安心・ 安全な学校づく

りと支援について」をテーマに設定して、県内

の県立学校での教頭の取り 組みについて アン

ケー トを実施した。その事例を県内教頭で情報

共有する こと を目的と した研究であ る。

Ａい じめやＢ 不登校さ らに Ｃ暴力行為Ｄ 盗難

Ｅ学習意欲と項目を立てて、それぞれ早期発

見・ 予防策・ 支援策、 対応する中での困り感や

解決方法について分析 と考察が行われている。

早期発見や迅速な情報共有、専門家との連携、

組織的な対応が重要である こと が再確認されて

いる。ま た、 地域の外部機関と の連携が生徒支

援において効果的であるこ とが示さ れている。

また、働き方改革を意識し て、 教職員のメンタ

ルヘルスに留意しつつ、教頭と して公務の整理

をするこ とについての柔軟な対応力とリ ーダー

シッ プが求められていると まとめている。

２「指導」か ら厂支援」へ質的変化の取組み

～生徒の Ｗｅ１１－ｂｅｉｎｇ の実現～
北海道白老東高等学校　黒津　豊輝

過去、生徒を主語 としない管理的な指導がな

されていたこ と、 また地学協働の実践で通じて

得ら れた 匚地域で子供を育てる」機運が醸成さ

れた こと を踏まえ て、 生徒を主語と した教育活

動への取 り組みをを令和６ 年度より 開始 した。

その実践報告である。

まず、教職員の意識改革を図る ために令和７

年度 より 各分掌の名称変更を行つた。従来の 匚生

徒指導部」を 「生徒支援部」と改称した。まず

分掌名を変更する ことによって、「支援」の方

向性を教職員が意識するよ うになる最初の変化
となった。また、 地域と協働を通した教育匚０
ＰＥ Ｎプロジ ェク ト」 「Ｃ ＬＡ ＳＳ プロ ジェク

ト」 の２つの実践指定校事業を通して地域住民

の支援に よっ て生徒の内面的な成長を引 き出す

良い機会を作り出している。

現在、取 り組んでいる生徒指導の質的変化は

生徒 に、 匚明 日も 登校する 元気」を、教職員に
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はＷｅ１１－ｂｅｉｎｇの イメ ージをそれぞれ具現化さ
せて示すのが管理職の役割ではないかをまとめ

てい る。

３　 洛東キャ リア教育 ＢｅＨａｐｐｙ　！～ 自分 らし
い人生を送るために～

京都府立洛東高等学校　馬場　淑葹

進路選択において課題を抱える本校生徒が目

指すべき人間像に近づくための具体的な方策を

紹介している。

骨組みと しては「本気・本物に触れるこ と」 「進

路について考える取祖 」「インターンシップの

実施」を挙げていて、 それぞれ具体的な方策が
示されている。インターンシッ プを通じて、実

際の職業に触れることで、 進学後のキャ リア形

成の選択肢が明確にな り、 将来の不安が軽減さ
れる とと もに、自分の進むべき道が見え てくる

こと を想定してい る。 また、若手教員の割合が

非常に高い学校であり インターンシップの実施

は、 教員自身の成長にもつながる。 特に若手教

員が指導案作成や企業訪問、体験活動の指導等

を通 じて、主体的に実務経験を積む こと ができ

るため、 教育現場でのスキル向上やキャ リア形

成に も貢献していると まとめている。

４　 生徒の主体性を育む取組～ 「三高みんなの

食堂プロ ジェ クト」を通じて～

香川県立三本松高等学校　古川　修

生徒数が減少していく 中で学校の特色化、魅
力化を進めて いく こと につなげていけないかと

考えた。 そんな中で生まれたつが、 「三高みん

なの食堂 プロ ジェ クト 」を であ り、 内容の紹

介・ 分析 ・検証を行っ ているものである。本プ

ロジェク トは、２０２０年 ９月 に活動が開始され、

探究活動では 、世界の課題は地域の課題、地

域の課題は世界の課題との視点があ り、 東かが

わ市など と連携した取 り組みを行っ ている。ま

た、 このプロジェクトは指導者をつけず生徒が

大学生や地域の方々と一緒に進めていく かたち

を目指しており有機的な化学反応を期待にして

いる。

主体性は 生徒の内面か らし か生 まれない。

多様な生育歴を持つ生徒たちが、主体性を少し
でも生み出す こと がで きる 場と機会づく りを継

続していきたい。 現時点では全校生への波及は

まだまだ との感じがあるが、主体的に行動する

こと で生徒たちの意識は変わっ てきているとま

とめてい る。

（山梨県立都留興譲館高等学校　教頭）

北海道

令和 ７年 １０ 月３１日

県だ より

北海道地区

大会運営委員長

全国理事 ・道会長　高橋　昌宏

北海道は ご承知の とお り広域分散型の特殊な

地域性があるため、１４の教育局を置き、「地域

連携校・ 地域連携協力校」 「遠隔授業配信」 「道

立学校間連携」「小規模総合学科等によ る地域

と連携・ 協働 した高校魅力化推進」 等の多様

な事業が展開しながら、道立高等学校１８６ 校、

市町村立高等学校 ３１ 校、 さらには私立高等学

校５５校、中等教育学校２校で多く の生徒が学

んでいま す。 全国を上回る スピード で進む人口

減少、少子高齢化によ り、 地域の暮らしや経済

を支える 担い手不足が大き な課題と なっ てお

り、 北海道の持続的な発展を支える人づ くりの

重要性は ますます高ま って いま す。 今年、本道

における教育 ・学術・ 文化の振興に関する総合

的な施策の目標・ 方針を示す「北海道総合教育

大綱」が４月に改定され、 地域社会全体で子ど

もを見守 り育てて いく 取組を支 える 人材の育

成・ 確保 に向 けた施策を推進し てい ます。ま

た、 今年 ４月 に施行さ れた 「北海道子ど も基本

条例」で は、 「こ ども まんなか」の考え方を大

切にしながら、持続可能な社会の創り手を育む

教育活動の指針が示さ れた とこ ろです。

さて、本会では５ 月１６日 （金 ）にオンライ

ンで総会を開催し、今年度の全国大会に 向けた

最終準備を全会員で確認しまし た。 ７月 ３０日

（水 ）の全国理事研究協議会、 ７月 ３１ 日（ 木）
から の全国総会・ 研究協議会に は約 ５００名の

参加者が集い、情報交換や同じ課題を持つ学校

間での交流等、新しい知識や気づきを得られる

大変充実した ３日間となり ました。

１１ 月１ ３囗 （木 ）に は副校長研究協議会が、

１１ 月１ ４日 （金 ）に は第 ２回教頭 ・副校長会研
究協議会を札幌市で開催しますが、 教頭 ・副校

長会のネットワークを最大限に活用 し、 北海道

の高校教育の充実 ・発展のため、今後も頑張っ

ていきます。

（北海道札幌東高等学校　副校長）
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青森県

全国理事 ・県会長　古舘　礼茂

４月 １８ 日、 新たに１９名の会員を迎え て、

県高校教頭・ 副校長会総会及び第１ ［焼三研究部

会研究協議会を青森市ウェディ ングプラザ・ア

ラスカで開催しま した。その中で、 今年度の年

間事業計画の大きなポイン トと して、本県で６

年ぶりに東北大会が開催されること と、 本会の

事業計画を見直ししていく というこ とを伝えま

した。特に、 １０ 月２３日～２４日の２ 日間、東

北大会を上記同会場で開催するにあたり、各会

員のこれまで以上の協力を呼びかけさせていた

だき まし た。 現時点で は１ ２３ 名の参加者が見

込ま れており 、着々と準備は進めら れていると

ころ です。基調講演は本県の元工業高校教員で、

現在、県内を代表するねぶた師として活躍して

いる立田龍宝氏を迎え、地域と密着した学校の

在り方を考える機会となる と考えており ます。

事業の見直しについては、 本会の効率的かつよ

り充実した事業の在り方を各地区で考えてもら

い、 例年通り という事業実施の概念を払拭し、

新しい価値ある事業体制を築き、教頭・ 副校長

の働き方改革の１ つの起点となる年になれれば

と思っている とこ ろです。

さて、青森県では、宮下宗一郎知事、風張

知子教育長のもと で、 昨年度から令和１０年度

までの期間、 計画的に教育改革の推進や教育

振興施策を進めています。 具体的には、 青森

県教育施策の大綱 （あおも り未来教育ビジョン

ｖｅｒ２．０）の策定と改定、 アク ショ ンプランの策

定、 校内教育支援センターの設置拡充や校内通

信環境の整備、遠隔授業の実施、入試関連業務

のデジタル化などの取組、 県立高校における入

試制度の在り方や人口減少下における学校統廃

合を合めた県立学校の在り方の新たな項目の設

置な どを掲げ、その実現に向けて邁進しており

ます。

これ らの施策の実現に 向け て、 本会 も全力を

尽く し貢献したい と思っている とこ ろです。

（青森県立青森高等学校　教頭）

岩手県

全国理事 ・県会長　高橋　健

岩手県では、 新たな県立高校再編計画の土台

となる「‾県立高等学校教育の在り方～長期ビ

（９）

ジョ ン～」に おい て、 将来を見据え た岩手県

の高校教育の基本的な考え方と して、「持続可

能な社会の創 り手となる人材の育成」、 「高等学

校の多様化に対応する教育環境の構築」、匚教育

の質の保証、 教育の機会の保障」、 「地域や地域

産業を担う人材の育成」、 「大学進学率の向上や

専門的知識を持つ人材の育成」 の５ つを柱に据

え、 各県立高校の役割や特色等に応じた教育環

境の構築に取り組んでいく ことが適切であると

示されま した。

そして令和７年８月に 「第 ３期県立高等学校

再編計画 （当初案）」 が策定されま した。前期

計画 （令和８ ～１２年度） では、いくつかの学

校の学級減・ 募集停止が予測されています。変

化の激しい時代に、少子化 ・人口減少が進む一

方で、ふるさ と振興の願いが強まる 中、 郷土を

愛し、復興を支え、未来の岩手を創っていくの

は、 未来を生きる今の子どもたちです。 岩手の

子どもたちが、自分ら しく いきいき と学び、夢

を育み、希望あるいわてを創造する 「生きる力」

を身に付けられる よう 、学校、 保護者、 地域、

行政が一体となって岩手の教育の充実と発展に

取り 組んで参 りま す。

県副校長協議会の事業としては、春と秋に

実施する総会 ・研修会、調査研究活動、 年度末

の会誌の発行を中心に活動しています。 身近な

教育課題に正面から向き合うこ と、 副校長同士

の連携を大切にするこ とで、よ りよい教育の実

現に向けて取り組んでいます。 秋季総会 ・研修

会は、２ 日間の日程で実施しており、今年度は

宮古市で開催します。 「探究活動による多忙化」

とい うテーマで調査・研究の発表が行われま す。

私たち副校長も日々研鑚に励み、教員の手本

とな り、 生徒の学びを支える存在でなければな

らないと感じています。

（岩手県立盛岡第一高等学校　副校長）

宮城県

全国理事 ・県会長　菅野　淳一

本会では、今年度の総会において規約を改定

し、 役員 として顧問（ １名）を置く こと にしま

した。その顧問には、 県高等学校長協会よりお

入り いただく こと とし、初代顧問と して中山治

彦先生（校長協会副会長／宮城第一高） をお迎

えし まし た。 おかげさ まで、様々な相談ができ

るよ うに なり 、安心して会の運営を進め られる

よう にな りま した。ま た、 組織 は、 副会長とし

て蘓武康明先生（兼全国常任理事／仙台第一高）、

佐々木良彦先生（仙台向山高）、引地淳先生 （仙
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台商業高）、 三浦智先生（貞山高） の４名と、各

役員の先生方によ る総勢２７名 で構成さ れ、円

滑な会の運営に尽力いただいており ます。

事業としては、春季総会（５月 ２３ 日）、秋

季研究協議会 （１０月 ３１ 日） の二つの事業を

実施し、 特に、秋季研究協議会では弁護士の花

島伸行氏をお招き して 「学校のリスクマネジメ

ント ー盗撮・ 性被害、 ＳＮＳト ラブル、 個人情

報漏洩を例に」と題して御講演いただき、昨今

の課題に参考 とな るよ うな研修の機会を設けま

した。こ の他にも、各地区 （本会は五つの地区

に分かれた分科会を持っている）の事業として

総会、研修会等が行われ、 会員の連携を より深

められる工夫が施されております。

宮城県では、 「第 ２期宮城県教育振興基本計

画」 が平成２９年に策定され、 令和 １０ 年度ま

での １２ 年間 で、 この実現に向けた様々 な教育

活動が展開されています。 令和６年３月には中

間見直しが行われ、令和６年度から令和 １０年

度に向けたアクションプランが示されま した。

そこ には 「誰 もが 自分 らし く学び、 一人一人の

可能性を広げる教育ＤＸの推進」、 「社会の変化

に対応し、子供たちの豊かな学びを支え る持続

可能な学校教育の推進」と いう 二つの横断的な

視点が示され、各校で具体的な課題と向き合っ

てお ります。 これから も横の連携を密に してい

きながら、力を合わせて前に進められたならと

思います。

（宮城県宮城第一高等学校　教頭）

秋田県

全国理事 ・県会長　佐藤　かおる

４月 １８ 日、 県の教頭 ・副校長会春季総会が

開催され、役員・ 事業計画 ・予算案について全

会一致で承認されたの ち、 本年度の活動が始ま

りま した。本会の主要な活動の一つ に、 匚学校

管理運営」「教育課程」「生徒指導」の ３分野に

わた る、 ２年間をかけた調査研究があり ます。

今年は新たな調査研究の開始年にあ たり 、県南

・県北・ 中央の各支部における分担分野及び担

当校を確認し、１ １月 の秋季総会での中 間報告

に向けて取組がスター トしました。

６月には、各支部で協議会及び総会が実施さ

れま した。事前に提出された質問に対して県教

委から回答を得た り、 喫緊又は中長期的な課題

への対応について各校の実践を共有 した りする

など、会員は 自校で直面する様々な事案に向き

合う ヒン トを得る機会 とな りま した。その後の

学校間連携や情報共有の促進に もつながったも

令和 ７年 １０ 月３１日

のと考えます。また、 各支部における調査研究

について も議論が深ま りま した。本県の県立学

校で は令和５ 年度 より 統合型校務支援シ ステ

ムが導入され、メ ール より も手軽に他校の教員

にメ ッセージを送るこ とが可能になった こと

も、 こう した活動を支える プラ ス要素と なって

います。

さて、本県の教育施策に関 しては、 昨年度発表

された「第八次秋田県高等学校総合整備計画」

の素案が、各方面から の意見募集等を経て、今年

１２月に は成案と して発表される予定です。人口

減少率が全国で最も高い本県ですが、生徒数の

急速な減少に直面する なかでも 、「より よい学校

教育を通 じて より よい社会を創 る」 とい う目標

を見失う こと なく 、教頭・ 副校長が互いに助け合

い、 協力 し合いながら 、未来を担う 若者の成長を

支えていきたいものです。

（秋田県立秋田明徳館高等学校　副校長）

山形県

全国理事 ・県会長　沼澤　欣一

はじめに山形県教育委員会では、厂第７ 次山

形県教育振興計画」が令和 ７年 ３月 に公表さ

れ、 ウエルビーイ ングの実現と 多楡豈あふれる

持続可能な社会の構築を目指し、今後１０年間

の教育行政の方向性と 、特に最初の ５年間（令

和７ 年度から令和 １１ 年度）におけ る具体的な

施策が示された。 また、少子高齢化やグローバ

ル化、ＩＣＴ 活用 など、山形県を取 り巻 く社会経

済状況や これまでの教育に 関する課題を詳細に

分析 し、 学力 向上、多様な人材育成、安心して

学べる環境整備な どを 目標 として掲げている。

まずは県の総会が ５月 １９ 囗（月） に山形市

の国 際交流プラザ ・ビ ッグ ウイ ングで開催さ

れ、 県の教育 ＤＸ 推進監、 県高等学校長会長を

来賓にお迎え し、 高校教育課、 特別支援教育課、

教職員課及び健康福祉部よ り所管事項等の説明

がなされた。 会員が一堂に会して研修や交流を

深める良い機会と なっ た。

その 中で今年度新たに ７教振がスタートし

たこ とで教育のＤＸ化をさ らに椎し進める考え

が示された。 新た な価値℡と考えで クローム

ブッ クの活用を管理職がけん引 していく 、さら

に新規事業と して 「ＡＩ学習システム活用事業」・

「やまがたグローカル ・イノベーター事業」 ・「ＡＩ

の活用に よる 英語教育強化事業」等 ＡＩ はもと

より 、多文化共生社会への対応や異文化をテー

マに した事業アイ ディ アや製品開発、ビ ジネス

戦略に係わる生徒の育成に力を入れてい くこと
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が強調されていたのが印象的であっ た。

また、教員志願者増への取 り組み、 ミドルリー

ダーの育成、 綱紀粛正の徹底及び公金の適切な

管理等の学校現場での対応については教頭・副

校長がマネジメン トと リーダーシッ プを発揮す

るこ とで問題解決に向けた行動が必要であると

感じた。

去る ８月 ６日 （水）に県の高等学校教頭・

副校長会研究協議大会が３ 名の校長先生を助言

者と して開催され、参加者にとって深い学びと

新たな発見の場になっ た。

（山形県立霞城学園高等学校　副校長）

福島県

全国理事 ・県会長　小川　将広

本県では、令和３年１２月 に策定された 厂第

７次福島県総合教育計画」 （令和４ 年度～１２

年度）で は、 すべての子ど もた ちに必要な資

質・ 能力の育成を 目指 し、 教育のあ り方そのも

のの見直 しが進め られてい ます。特に、 画一的

で一方向的な授業から、「個別最適な学び」 「協

働的な学び」 「探究的な学び」 へと転換する 厂学

びの変革」が大き な柱 とな っていま す。 この変

革は、年次計画に基づき、 段階的かつ着実に進

めら れており ます。ま た、 これに伴い、 「学校

の在 り方の変革」 にも積極的に取り 組んでいま

す。 今年度からは、すべての高等学校において、

教育課程における週当 たり の授業時数を ３０単

位時間とすることが標準化され、大きな制度改

革が実施されました。

さら に、 「県立高等学校改革後期実施計画」

（令和６ 年度～令和１０年度） 、お よび 「中高一

貫教育後期実施計画」 （令和２年度策定）に基

づき、令和７ 年度に統合校が１ 校開校し、令和

１０ 年度までに新たに ３校の統合校が開校予定

となっており ます。ま た、 全日制普通科高校に

併設型の中高一貫教育校が新たに設置さ れまし

た。 県内の特別支援教育の充実について も、新

たに １校新設され ると とも に、 イン クルーシブ

教育の推進を図られていま す。

また、福島県高等学校教頭会で は、 今年度か

ら総会資料な どのペーパー レス化を進め てお

り、 去る ８月 １９ 囗（火） には 「総会並びに研

究協議会」を対面形式で開催いたし まし た。分

科会や全体会を通 じて、教頭間の交流や情報交

換の重要性が改めて確認さ れた とこ ろです。

今後は、 Ｇｏｏｇｌｅ　Ｃｌａｓｓｒｏｏｍ　など のツールを
活用 し、 教頭間の連携をさ らに深め、よ り実効

性のある情報共有を目指してまいり ます。

（Ｕ）

結びとな りますが、教頭会として今後も、生

徒一人ひ とり と社会の Ｗｅ１１－ｂｅｉｎｇ の実現に向
けて、「学びの変革」 および「学校の在り方の

変革」を推進し、 「福島ならでは」 の教育のさ

らな る充実に、全力で取り 組んでい く所存です

（福島県立福島高等学校　教頭）

関東地区

茨城県

全国常任理事 ・県会長　綿引　志賀子

新学習指導要領の改訂から早４ 年。 生徒た

ちは一人一台端末を使いこなし、先生方も探究

的・ 協働的な学びを深く追求してい らっ しゃる

こと と拝察いたします。本県においても、この

教育改革の潮流の申で、様々な挑戦を続けてお

りま す。

特に、今年で ３年 目を迎え る「授業改善推

進プロジェク ト」 は、 校長直轄のプロジェクト

では あり ますが、 多く の学校で教頭 ・副校長も

主要メンバーとして参加しています。校内での

相互授業参観や研修会に加え、 異校種との授業

参観も積極的に行い、 生徒のＮ‾思考力」の育成

に組織的に取 り組んでいま す。

また、本県は令和 ６年度か ら「県立高等学

校改革プラン　実施プランＨ期」 を始動させ、

「地域の人材を地域で育てる」 「起業家精神を育

む」 とい った、未来を担う 子ど もたちの成長を

促す取組を一層推進しています。

さら に、全国的な課題である少子化を見据え、

「Ｈ 期」 では募集学級数の調整や小規模校の活

性化にも注力 していま す。 遠隔授業や合同での

学校行事実施、そ して近隣校で 「学校連携型キャ

ンパス制」を導入する こと で、 互い に支え合い

ながら新たな学校のあ り方を模索しています。

こう した変革の最中、 茨城県高等学校教頭・

副校長会は、 会員の皆様が 日々 の多忙な業務の

中でも研鑚を積めるよ う、 研究協議会のあり方

を工夫してま いり まし た。 昨年度の実施状況を

検証 し、 オンライ ンの活用や開催時間の調整に

よっ て、 より 参加しやすい環境を整えま した。

今年度も、県外の先進的な取り 組みを学ぶた

め、 ９グループ１８名の先生方を視察に派遣し

まし た。 快く 受け入れてく ださ った全国の学校

関係者の皆様には、この場を借りて心よ り感謝

申し上げます。今回の視察で得 られた知見は、

１１ 月の研究協議会で発表 し、 会員一人ひとり
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の教育改革に繋げていきたいと思い ます。

（茨城県立水戸第三高等学校　副校長）

栃木県　 全国総務部長
全国副会長・ 県会長　岡本　英雄

令和 ６年 １月 、栃木県教育委員会は 「第三

期県立高等学校再編基本計画」 を公表し まし

た。 本計画は令和 １７ 年度までを見据え、魅力

と活力に満ちた県立学校づくりを目指すもので

す。 各学校のスクール ミッ ショ ンを基盤 としな

がら 、地域や生徒の多様なニーズに応え る特色

化の推進を因っています。

魅力 ある県立高校づく りに 向け て、 未来志向

の教育環境を整備する ため、未来共創型専門高

校の設置、中高一貫教育校の整備、 フレ ック

ス・ ハイスクールおよび単位制高校の導入をし

ます。

活力ある県立高校づく りと して、教育資源の

最適化と学習環境の充実を図るため、全日制・

定時制・ 通信制の各課程において、 地域の人口

動態や通学圈を踏まえ た配置の見直 しを してい

ます。特に小規模校については、生徒数の減少

に対応しつつ、教育資源の有効活用 と学習環境

の質的向上を固り ます。

その他に、令和４ 年度 より 、文理融合型の

学びを通じて、生徒の創造力・ 課題解決力を育

む「ＳＴＥＡＭ教育」 を推進しています。各学校

では、地域課題や産業との連携を活かした実践

的な教育活動が進められて おり 、今後の教育改

革の柱と して期待されています。

また、入試制度の改革 とし て、 令和 ９年度

入学者選抜から、 すべての受検者に対して学力

試験を実施し、匚特色選抜」と 「一般選抜」を

２月 の同一日程で行う 新制度が導入されます。

これによ り、 選抜の公平性 と透明性が高 まり、

生徒の多様な能力を適切に評価する仕組みが整

備されま す。

今後は、 学校再編計画や入試制度の改革に伴

い、 教頭同士の情報交換・ 情報共有が重要に

なっ てき ます。研修の充実やネ ット ワー クの構

築を進めていきます。 これらの取り 組みを通じ

て、 県立学校の教育活動のさらなる質的向上を

図り、地域社会と ともに未来を創る人材の育成

に貢献していきます。

（栃木県立佐野東高等学校　教頭）

群馬県

全国理事 ・県会長　篠澤　敦雄

群馬県教育ビジョ ンの最上位目標は 「自分と

令和 ７年 １０ 月３１日

みんなのウェルビーイングが重なり合い、高め

合う共生社会へ向けて ～一人一人がエージェン

シーを発揮し、自 ら学びをつく り、 行動 し続け

る「 自律 した学習者」 の育成～」です。 そして

群馬県はエージェンシーと密接な関係にある「社

会情動性スキル（以下スキル） に関する 調査」

に参加し、その結果が報告されています。

学校教育とスキルの関係では、教師から フィー

ドバ ック を多 く受けた生徒は、 スキルが高く、

特にポジティ ブな ものが重要である と報告され

まし た。 ほと んどの地域では達成動機と 関連が

強い傾向にあるのに対し、 群馬県では共感とも

強く 関連 していま す。 群馬県の教員の生徒への

向き合い方に 「励まし」「思いやり 」が多く 含ま

れている のか もしれません。

一方でスキルを向上させる ための指導方法は

統一されてお らず、多 くの教師がスキルの指導

に不安を感じています。日常の学校生活や授業

の中にスキル向上の仕掛けをどのよ うに組み込

んでいく のかを研修してい く必要があり ます。

学校における生徒の活動や学校に対する意識

では、教師や同級生と の関連が良好な者は高い

スキルを示し、教師との関係は責任感や粘り強

さ、 好奇心や忍耐力等に関連します。先ほどの

フィ ードバッ クと併せ、適切な教師の関わり方

が生徒の成長に大きく 作用する と思われます。

多忙な教育現場を反映するかのよう に、 「教師

の効果的なス トレス対処対策が取られていない」

とい う回答が多く の地域でみら れま す。 教師自

身のウェルビーイ ングを向上させ、 教師が生徒

のポジティブな感情抑制のモデルと なる こと で、

好循環が生まれる と思います。

「子 どもを大切にする社会」のために、 子ども

の健全育成の担い手である 匚教師を大切にする

社会」の実現も望まれます。働き方改革などへ

の理解をいただきなが ら、 家庭や地域と連携し

た教育活動を推進していきたい と考えます。

（群馬県立前橋工業高等学校　副校長）

埼玉県

全国会計監査 ・県会長　岡Ⅲ　直人

令和 １０ 年度までの教育施策を体系化し た「第

４期埼玉県教育振興基本計画」 が２ 年目を迎え、

今年度本県で は次の３ つの基本方針が改定さ

れま した。

１つ 目は、「魅力 ある 県立高校づく りの方針」

です。首都圏に位置する本県においても、公立

中学校等卒業者数は令和６ 年か ら令和２０年ま

でに約２５％ （約 ５．９万人→約４．４ 万人）の減
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少が見込まれています。こ のよ うな予測に基づ

き、 本方針では、 学校の適正規模の維持と教育

内容の特色化を図るべ く県立高校の再編整備・

統合に取 り組むこ とが明示されまし た。 具体

的に は、 令和 ２０ 年度までに県立高校を現在の

１３１校から １１６～ １１２校程度に再編するとと

もに、探究的な学びを重点的に行う 新しい普通

科や先端技術を活用し たも のづ くり を学ぶ専門

学科、海外大学進学に対応でき る国際教育プロ

グラムを有する学科などの設置が検討されてい

ます。

２つ 目は、「特別支援教育推進計画」です。

特別な教育的支援を必要とする子供が増加する

中、 特に知的障害特別支援学校の過密対策は喫

緊の課題であ り、 新た に２ 校の新校設置計画

が示されました。 また、学校と関係機関 （福祉、

医療、就労等）の連携強化、管理職や高校の通

級指導担当者を含めた特別支援教育関係教職員

の専門性向上などが施策化されています。

そして３ つ目 は、 「学校における働き方改革

基本方針」です。 本方針は、過去３ 年間の実

態調査の結果を踏まえ今般改定されました。 「時

間外在校等時間が月４５時間以 内、 年３６０時

間以内の教員の割合を １００％ に」 とい う目標

は維持されつつ、 時間だけでは測れない教職員

のウェルビーイングの向上策と して 「働きやす

い」 「働きがいがある」職場環境の確立が新た

に掲げられていま す。 また、昨年度までの調査

によ り、 副校長・ 教頭の時間外在校等時間が全

校種において最長であ り、 その多く が調査回答

等に費やされている実態が明らかになったこと

から、県から学校に行う調査の １０％縮減と発

出方法の統一化・ 簡素化の推進が明記されまし

た。

私たち副校長 ・教頭に期待される役割は依然

として大なる ものがあ りますが、会員一人ひと

りが元気に前向きに仕事に取り 組み、充実した

職業人生を歩める よう 微力ながら尽くしてまい

りたいと思います。

（埼玉県立熊谷高等学校　教頭）

千葉県

全国会計監査 ・県会長　金内　佳子

第３ 期千葉県教育振興基本計画 「次世代へ

光り 輝く 『教育立県ち ば』 プラ ン」 は第 ４期

千葉県教育振興基本計画案へ受け継がれ、「人

生を しなやかに切 り招き、 千葉の未来を創る

「人」の育成～一人一人が可能性を最大限に伸

ばし、自分ら しく 活躍する ために～」を基本理

（１３）

念と し、 ３つの基本目標と １０ 年後の千葉県教

育の 目指す姿が示され、幼児期から高等学校ま

での教育及び生涯学習に係る施策と主な取組が

提示されました。 計画策定の趣旨と して 「大き

な社会の変化の中、一人一人の豊かな人生と持

続可能な地域社会の実現に向けて教育の果たす

役割が極めて重要である」 とあ り、 「子供たち

の自信を育む教育の土台づ くり 」「未来を切り

拓く 「人」の育成」「地域全体で子供を育てる

体制と全ての人が活躍でき る環境づ くり 」が基

本目標の ３つにな っていま す。

この策定の趣旨、 基本理念と３ つの目標の

達成を考えた とき、生徒に様々な体験の場を提

供するこ とが大切であると感じました。 勤務校

の話となって しま い、 恐縮ですが、 勤務校は教

員基礎コースを設置し、各学年 ３０ 名程度の生

徒が履修しています。 大学教授などの授業を受

講しなが ら、 小学校や特別支援学校等の実習で

体験した こと から多く のこ とを感じ、考え、将

来の 自分をイ メージし、他者の気持ちを考える

とと もに感謝の気持ちを持っています。 実習後

のレポー トか ら成長が読み取れ、その姿を見る

と経験するこ と重要性を感じます。 また、教育

的効果を考え、あの手この手と検討 し、 工夫す

る担当者に頭が下がり ます。

千葉県の教頭 ・副校長の数は年々減少する傾

向にあり 、高等学校の多く が教頭一人配置校と

なり ました。 初任教頭が一人で奮闘する ことも

多く 、千葉県教頭・副校長協会としては、教頭・

副校長の横のつながり を大切に した活動を今後

も継続したいと考えています。

（千葉県立千葉女子高等学校　教頭）

神奈川県 全国総務副部長
全国常任理事 ・県会長　倉前　正

本県では、教員の働き方改革を加速させ、子

どもたちへのより 良い教育を実現するため、 「神

奈川の教員の働き方改革加速化宣言」を行い、

様々な働き方改革の取組を進めています。現在

県立高校で実施している具体的な取組を ３点ご

紹介いた します。

一点目は 「校務Ｄ Ｘの加速化」 です。業務の

効率化を図るため、「学校 ・家庭連絡システム」

を導入し、学校と保護者との開の迅速な連絡や

情報共有を行いま す。 朝の欠席連絡や保護者あ

て文書の共有などをシステム化する ことで業務

負担の軽減を 目指 しま す。 また、教員の定期テ

スト等の採点業務の効率化を図るため、 「採点

システム」を導入し、 負担軽減を目指します。
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二点目は 「通話録音機能及び自動音声応答機

能付き電話の導入」です。 保護者や地域からの

相談等を的確に把握するため、勤務時間内の「通

話録音機能」 を導入します。ま た、 教員の長時

間勤務を是正するため、勤務時間外の「自動音

声応答」 を導入します。これにより、勤務時間

外の突発的な電話応対業務がなくな り、 計画的

な業務運営に資す るこ とができ ます。

三点目は 「教職員人事関係システム」の導入

です。本県ではこれまで、教員の「現況調査票」

や「意向調書」、 「自己観察書」などの人事関係

書類を紙ベースでやり 取り しており ましたが、

今年度よ りシステムを導入し、 Ｗｅ ｂ上でのや

り取りが可能とな りま した。そのため、 教員と

のデータ修正のやり取りや県への提出業務など

の負担が軽減されました。

上記以外にも様々な新しい取組を実施しなが

ら、 教員の時間外在校時間の縮減や年次休暇の

積極的な取得を進め、 ワー ク・ ライ フ・ バラン

スの実現や生徒への効果的な教育活動に向けた

働き方改革に取り組んでいきたいと思います。

（神奈川県立茅ケ崎北陵高等学校　副校長）

神奈川市 （川崎市、横浜市、横須賀市）

副会長　 内田　貴雄

神奈川県市立高等学校教頭 ・副校長会は、

神奈川県横浜市、 川崎市、 横須賀市の３ 市の

市立高等学校教頭 ・副校長会で構成されてお

り、 会員相互の資質向上と会員校の発展に寄

与するこ とを目的として、 毎年 １１ 月頃に合同

研修会を実施しています。 また、学校の管理・

運営に必要な調査 ・研究に関する事業を行っ

ています。

各市の状況と しま して は、 横浜市では、横

浜教育ビジョ ン２０３０「自ら学び　社会とつな

がり ともに未来を創る人」 の育成という理念を

実現するための計画と して 「第 ５期横浜市教

育振興基本計画」 （令和８ ～１ １年度） を本年

度中に策定する予定です。 これは横浜の教育施

策や取組を定める もので、 市立高校では、計画

を踏まえ、各校の特色を生かしながら生徒への

教育活動を実践してい ます。

川崎市では、 令和 ７年度を第２ 次川崎教育

振興基本計画 「かわさ き教育プラン第３ 期」

の最終年度と位置づけ、ＧＩＧＡスクール構想の

深化や地域連携型教育の推進に努めてきまし

た。 次期かわさき教育プランの策定に向けて

は、 生徒の多様なニーズに対応するための柔軟

な教育課程編成や個別支援の充実、 「選ばれる

令和 ７年 １０ 月３１日

高校」「学びを選べる高校」づくり を目指した

専門学科の魅力化などを踏まえ、検証と方向性

の議論が進め られています。

横須賀市では、「横須賀市教育振興基本計画

（第 ２次）」 （令和４ ～１ １年度） における 「特

色を生かした魅力ある高等学校教育」という施

策のもと、唯一の市立高校である横須賀総合高

校において、 総合学科の特色を生か した教育

課程を編成すると とも に、 国際理解教育やＥＳＤ

にも積極的に取り 組んでい ます。

今後も３市のネッ トワークを密にしながら、

充実した活動を推進していきたいと思います。

（横須賀市立横須賀総合高等学校　副校長）

山梨県全国研究副部長
全国常任理事 ・県会長　大木　賢一

山梨県高等学校教頭・ 副校長会は、 本年度

４０ 校６７名で構成されていま す。 本会は、年

７回の連絡会議（参集開催 ４回、オンライン開

催３ 回） と２ 回の研修会、 ４回の研究発表会

を行います。 これらは、県下高等学校および特

別支援学校教育の充実振興を図るため、 学校の

管理運営についての研修と学校相互間の連携を

深め、教育活動を多角 的に見つめる こと にもつ

ながっています。

年２ 回の研修会は、県教育委員会の主催に

よって実施され、 ６月は小中高特の教頭 ・副校

長が一堂に会して行われます。 本年度は ６月

に政府・ 文部科学省の審議会委員を歴任なされ

た東京大学名誉教授の小川正人氏から「教職員

のス トレスマネジメン トと学校の健康経営」と

いう演題でアンケート調査結果から見える山梨

県の学校衛生管理体制の整備・ 運用 と安全衛生

活動の現状、 課題などについてご講演をしてい

ただきま した。また８月には山梨英和大学教授、

臨床心理学専攻長、心理臨床センター長 小林

真理子氏から 「Ｓ Ｃ・ ＳＳ Ｗとの連携にあたり

管理職と しての考え方や対応について」 という

演題でス クールカウンセラー制度の経緯やス

クールソーシ ャルワーカー制度の経緯、 管理職

はその集団の状態を俯瞰してコメン トできる少

しの余裕を持っている ことの重要性などについ

てご講演いただきました。 いずれのご講演にお

いて も、 各々 の勤務校の実態や現状を鑑み、課

題を認識 し、 今後の対応を検討する ため にたく

さんのご示唆をいただく有意義な研修機会とな

りま した。

また、研究発表会につきま しては特別支援学
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校を含めた当番校 ４校が行 う予定であり 、各

学校の特色や課題、対応策などの学校づくりの

事例を共有し、情報交換を行う機会としていま

す。

校務ＤＸや働き方改革の推進など、 多く の課

題があり ますが、 教頭 ・副校長会の活動を通し

て、 学校間で好事例を共有し合いながら県全体

の高校教育および特別支援教育の発展に努めて

いく 所存です。

（山梨県立韮崎高等学校　教頭）

東京都

東京地区

東京大会準備委員長

東京都会長　古島　俊雄

令和 ７年度東京都公立高等学校則校長協会

全日 制部会は総会を５ 月２ １囗 ～５ 月２７日に

書面開催で行いま した。定時制通信制部会総会

も７ 月２８日 より 書面開催で行いま した。全定

合同の総会では、 東京都公立学校則校長協会会

長には都立拝島高等学校古島俊雄則校長、全日

制部会長に都立石神井高等学校古川壽秀則校

長、 定時制通信制部会長に都立農芸高等学校皆

川貢治郎則校長を選出いた しま した。

東京都教育委員会主催の則校長連終会は４

月以降、 これまで ４回開催されています。今

年度は、 各校での体育祭等における熱中症対策

や個人情報漏洩の防止策、 生命にかかわる事故

の未然防止の取組の徹底などが議論されていま

す。 また、昨年度より全日制部会総務部会に指

導部高等学校教育指導課の主任指導主事に出席

いただき施策説明を中心に各地区幹事と情報交

換を図る よう にな りま した。

令和７年度東京都立高等学校訓校長研究協議

会は １０ 月１ ４日 （火 ）に実施 しま した。主題、

各分科会のテーマ等は以下のとおり です。

○主題『東京型教育モデル』による新たな高

等学校教育の実践

○第一分科会 （管理運営）

「『東京型教育モデル』の実現に向けた則校

長のリーダーシッ プ」

中部Ｂチーム　千歳丘高校　藤井　ゆき

○第二分科会 （高校教育）

「不登校生徒への通信教育や遠隔授業等を利

用した単位認定の制度について」

西部Ｂチーム　府中高校

調布南高校

大西

山下

祐輔

剛

（１５）

○第三分科会 （生徒指導）

「「‾総合的な探究の時間」を効果的に運用す

るための組織体制」

東部Ｄチーム　本所高校　竹内　康憲

○第四分科会 （定時制 ・通信制）

「定時制 ・通信制での探究学習の現状と授業

改善へのアプローチ」

定時制研究部　農業高校　牛込　俊裕

さて、今年度の東京都の高校教育の状況や

課題について報告いたします。

１　 グローバル人材の育成

「東京都教育ビジ ョン （第 ５次）」 は、 令和

６年度か ら令和１０年度ま での ５年間で、東京

都教育委員会として取 り組むべき基本的な方針

と、 その達成に向けた施策展開の方向性を示し

ている。

その中で 「基本的な方針と施策展開の方向

性」 の【柱１】自 ら未来を切り 関く 力の育成の

中に 「グローバルに活躍する人材を育成する教

育」 があ る。 授業内外で英語を用いたコ ミュニ

ケーショ ン機会の増加を図 り、 「使える英語力」

の育成を一層推進する ため、ＪＥＴ プロ グラムに

よる外国人指導者の配置を拡充している。英語

「話すこ と」 の力の向上を図る ため、全ての都

立高等学校等において、オンライン英会話の実

施を始めた。 実践的実践的な学習を行う ため、

「ＴＯＫＹＯ　ＧＬＯＢＡＬ　ＧＡＴＥＷＡＹ」 （ＴＧＧ）の 活用を

促進している。

２　 熱中症対策

東京都は令和 ７年 ６月 に熱中症ガイ ドライ

ン（追補版） を発出し た。 その中で暑さ指数

（ＷＢＧＴ） の計測を促している。 数値によ って、

ほぼ安全、注意、 警戒、厳重警戒、 運動は原

則中止の ５段階に分けている。 体育等の授業、

体育祭、 遠足をは じめ とした校外活動の前や活

動中に、 定期的に暑さ指数 （ＷＢＧＴ） を計測し、

これ らの指針を参考に危険度を把握する こと

で、 より安全に授業や活動を行うこ とができる

としてい る。

もう １点は熱中症警戒アラート ・熱中症特

別警戒アラー トの活用であ る。 熱中症警戒情

報・ 熱中症特別警戒情報は、気象庁の防災情報

提供システム、関係機関の ＷＥＢページ、ＳＮＳ

を通じて多く の方が情報を人手でき る。 この

データを基に翌日の行事の開催の可否、 内容の

変更等に関する判断、 飲料の多めの準備などの

対策をす るこ とが可能にな った。

「東京都教育ビジョン （第 ５次）」 において

その他に もＳｏｄｅｔｙ５ ．０ 時代を切 り拓 くイ ノベー
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ショ ン人材を育成する教育、教育のイン クルー

ジョ ンの推進、家庭、 地域 ・社会と学校とが連

携・ 協働する教育活動の推進など多くの方針が

示されていますが、副校長相互の連携、 協働に

より実現していく 所存です。

（東京都立拝島高等学校　副校長）

北信越地区

新潟県

全国理事 ・県協会長　大野　荘衛

本県高等学校龍校長・ 教頭協会では、５ 月に

全会員を対象とした総会・ 研究協議会を開催し

まし た。 県教育委員会から の指導、 講師を招聘

した講演会、 年度予算 ・事業計画を決議して今

年度の本格的な活動を開始しま した。講演会は

新潟大学人文社会科学系准教授の村山敏夫様に

「高校生を取り巻くウ ェルビーイングな社会の

これからを考える」と題してご講演いただきま

した。現在の教育を取り巻く状況や高校生の特

徴の理解、今後目指すべき学びのあ り方や高校

生の幸福感・ 満足感等について、実践の理論の

紹介や講師の国際的な活動の経験をまじえてご

教授いただき まし た。

本協会の本年度の全県重点取組事項を「学習

指導要領 ４年目のカリ キュ ラム ・マネジメン

トに係る取組」と定め、「総合的な探究の時間」

や「課題研究」の更なる充実、 ＩＣ Ｔの活用に

よる授業改善、評価方法の見直し等、各校が具

体的 ・主体的に取り組む事項について、 改善や

進捗を全県で共有 して進めてお りま す。

県内 １０ 地区における地区研究協議会では、

当番校の校長講話等の研修や各校における実践

の共有・ 意見交換等を行って連携を図る ととも

に、 県の理事会において校長講話の内容を丁寧

に情報共有すると とも に、 各地区か ら出された

協議事項について意見交換 し、 各地区に還元し

ています。

会員全員がいずれかに所属する専門委員会は

「管理運営」 「教育課程」 「生徒指導」 「大学入試」

匚就職対策」 「人権教育」 「研修」 の７ つを設置 し、

校長協会と連携してそれぞれの領域に係る調査

研究、情報提供、 集録等の刊行を行っておりま

すが、各委員会の調査 ・分析業務は ＩＣ Ｔを活

用して効率化を図ると ともに、 学校運営を支え

る有益な情報の適時発信に努めてお りま す。

以上の取組を通じて、 引き続き協会として魅
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力ある学校づくり、生徒一人一人の曇院や能力

を伸ばす教育の推進を図ってまいり ます。

（新潟県立新潟高等学校　副校長）

？。山県

全国理事 ・県会長　大野木　 直美

本県では 「第 ３期富山県教育振興基本計画

（令和４ 年度策定 ・令和８年度までの５ 年間が

対象）」 の４ 年目が進行中であ り、 今年度も４

月に 開催 された県立学校教頭研修会でこ れに

基づく「富山県教育委員会重点施策」が示さ

れま した。今年度 より 個人購入 とな った １人

１台端末への支援、探究型 ・課題解決型学習の

推進、外部人材の活用、体育館の空調整備な

どの事業を活用し、各校の教育活動の充実に

努めています。今後と も、 学校、家庭、 地域

が一体となって「教育県」 富山の良き伝統を

引き継いで、 新しい社会に柔軟に対応しなが

ら、 主体的に、た くま しく 生き抜く 人材の育

成に取り 組んでまいり ます。

先口、富山県教育委員会から「新時代とや

まハイス クール構想」 実施方針 （素案） が公

表されま した。これは現在 ３４ 校ある県立高

校を、２０３８年ごろを目途に ２０ 校程度に再構

築するもので、方針では学校規模や教育内容、

今後の流れな どが示されま した。富山県の高

校教育の形はここからの十数年で大きく 変わ

るこ とに なり ます。県民の注目 も高 く、 さま

ざまな立場から意見が寄せられるなか、 社会

の変化やニーズをふま え、 子どもたちの未来

を見据えた大局的な視点に立ちながら、 魅力

ある県立高校のかたちを作っていかなければ

なり ません。 今後、構想の実現に向けた具体

的な施策が順次示されるこ とと思いますが、

私たち教頭はそれぞれの現場で尽力 していく

所存です。

さて、本県教頭会では、５ 月の総会、１ ２月

の研究発表会で全体が顔を合わせる ほか、県

内４ 地区で年 ２回程度の研修会を設けて いま

す。 これらの場は、教頭一人ひ とり の資質向

上に資するだけでなく 、同じ職務を担う伸回

同士が課題や知見を共有し、意見交換をする

重要な機会どなってお り、 こう した交流が、

各校にお ける 教育活動の活性化につ なが ると

とも に、 自らの活力にもなっている と感じま

す。 今後も「ヨコのつなが り」 を広げ、 深め

るた め、 教頭会の活動を大切に していき たい

と考えています。

（富山県立富山中部高等学校　教頭）
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石川県

全国理事 ・県会長　松本　雅光

本県では、「第３ 期石川の教育振興基本計画」

の５ 年目が進行中であ り、 「未来を拓く 心豊か

な人づく り」 の基本理念のもと、従来の事業に

加え、さ らなる取組を推進しています。

特に 「ふるさ と教育・ 創造的復興教育推進事

業」 では、今般の地震を契機に、ふるさ との価

値の再認識と復興を担う人材の育成を図ってい

ます。具体的には、①全ての県立高校におい

て「創造的復興」 をテーマ とした探究活動を行

うな ど、 ふる さと教育を推進する。 ②復興探究

コーディ ネーターを配置し、奥能登 ５校の探究

ネッ トワークを形成すると とも に、 ふるさとの

復興に向けた探究活動や地域を越え た交流活動

に取 り組む。 ③奥能登以外の全日制高校では、

能登での フィ ール ドワ ーク を通 じた防災教育を

行う。

また、新規事業と して は、 「遠隔授業モデル

事業」を能登地域の数校において、 教員が不足

する科目 での学校間の授業配信を試行的に実施

し、 遠隔授業の効果的な運用方法について検証

する とと もに、課題の洗い出しを行います。さ

らに、国の「ＡＩ の活用に よる英語教育強化事業」

にも積極的に取り 組み、英語教育の質の向上を

目指します。

本県の教頭・ 副校長会では、県全体の研究協

議会を年 ３回実施 していま す。 ６月 には、元文

部科学省官僚の寺田拓真氏をお招き し、 「教育

改革に「負けない」学校になる ために」 と題し

たご講演をいただきま した。８ 月に は、 兵庫教

育大学教授であり 弁護士で もあ る神内聡氏によ

る「教員 ×弁護士の視点から考える保護者・地

域住民対応のポイ ント 」と題した講演会を開催

しま した。ま た、 ３名の教頭に よる研究発表や

県教育委員会の講話も行わ れ、 実り ある 時間と

なり まし た。　１０ 月に も講演会や会員相互の情

報交換台を予定しています。

本会の研究協議会を通じて、会員同士の交流

が一層活発に なり 、知識やスキルを高め合う協

働の場と なる こと を願っており ます。ま た、本

協議会が教頭 ・副校長としての資質や知識を善

う機会である とと もに、困難に直面した際に気

軽に相談でき る横のつなが りを築く 場と して、

今後も有意義なものと なる よう 努めてまいりま

す。

（石川県立金沢泉丘高等学校　副校長）

（１７）

福井県

全国理事 ・県会長　清水　徹弘

本県の教頭・ 副校長会は県立学校と私立学

校を合わせ、 ５５ 名の会員で構成されていま す。

令和 ７年 ３月 に、 第４ 期と なる令和 ７年～１１

年度福井県教育振興基本計画が策定され、「一

人ひとり の個性が輝く 、ふ くいの未来を担う人

づく り～子ど もが主役の「夢と希望」「ふくい

愛」を育む教育の推進～」の基本理念のもと 、「自

らと福井の将来につな げる 学びの推進」 、厂誰一

人取 り残されず、 個性が尊重さ れる 学びの推

進」 、「人生を楽 しく 豊かにする学びの推進」、 匚基

本と なる環境づく り」 の４ 点が施策の基本的な

方針として挙げられま した。教頭・ 副校長会と

しては、 会員相互の研究や交流とを通して、こ

れらの新たな施策の推進に向け努力 していくと

ころ です。

本会 は、 総会 ・研究協議会を年 ３回開催し

ています。春季総会時には普通科、 職業系、定

通、 特別支援の４ つに分かれて部会別研究協議

会を行いました。 部会別研究協議会の主な内容

は次のとおりでした。

【普通科教育部会】

・各校の現状について

・ＰＴＡ 総会の実施方法・ 実施状況について

・保護者連絡メールのシステムについて

・教職員対象の各種研修について

【職業系教育部会】

・研究発表について

・学校の魅力発信の方向性について

【定連教育部会】

・定通教育振興に係る要望事項について

・定瀧教頭協会臨時会議について

・県連合文化祭について

【特別支援教育部会】

・保護者連絡メールへの資料添付等への対応

について

・修学旅行時のマイナ保険証について

・学納金システムについて

このよう な活動に より、教頭・ 副校長の横

の連携を密に して、魅力あふれる学校づ くりを

目指していきたいと考えており ます。

（福井県立羽水高等学校　教頭）

長野県全国研究副部長
全国常任理事 ・県会長　帶川　有美

本県は全県総会を年２ 回、 県内 ４地区別協

議会を年 ３回開催する とと もに、県内１２地区
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において 中・ 高・ 特支合同の連絡協議会を年３

回開催し、研修や情報交換に努めていま す。本

報告では、３ 年目 を迎える 第４ 次長野県教育振

興基本計圃の もと 、本県で現在取り 組んでいる

特徴的な こと について ３件紹介 しま す。

【高校の特色を見える 化】

県立高校特色化推進事業と して、『①特色化

スタート アッ プ事業』 と『②高校生によ る県立

学校の魅力化プロ ジェ クト 』が始ま りま した。

各高校での取 り組みに加え、さ らに生徒育成の

視点で『 自分たち の学校は、何を重点化する か』

等を明確化し、特に受験生であ る中学生に発信

する ためのプロジェク トです。 職員は研修や先

進校の視察等で体制整備に取り 組み、生徒は自

らの企画提案で、 各校の特色化 と探究的な学び

のさ らなる深化を図り ます。学校の中で意思統

一を図り さら には地域 とも意見交換をしながら

進めるこ とで、地域や中学生に とっ て、 長野県

が新 しい時代の教育の先導者に なる こと を目指

しています。

【「探究県」 長野を目指して】

『「探究県」 長野の実現』 を合言葉に、 すべて

の子ども たち が、 自身の「好き」や 「楽 しい」、 「な

ぜ」 をと ことん追求できる、探究を中核とした

学びづく りを、すべての学校で研究 ・推進して

います。

【入学者選抜事務手続きの効率化】

従来の本県の入学者選抜で は、 中高間で紙の

願書等の必要書類を直接や りと りし ていまし

た。 しか し、 インターネッ ト出願システムを導

入するこ とで、受験生、保護者、最終在籍校、

高等学校の事務手続き を電子化 し業務負担の軽

減と利便性の向上を目指し ます。

教頭・副校長は学校の扇の要と例え られます。

課題や悩みに も教頭・ 副校長の横の繋が りを大

切に し、 魅力あふれる学校づく りに努めてまい

ります。

（長野県飯田高等学校　教頭）

東海地区

静岡県

全国副会長・ 県会長　鈴木　紀子

静岡県で は、 令和 ７年 ３月 に新たな 「静岡

県教育大綱」が策定さ れた。その大綱に基づ き、

静岡県教育委員会では 厂未来を切り 拓く 人材の

育成 と社会を生き抜く 力を育む教育の実現」を

令和 ７年 １０ 月３１日

掲げている。 学校 ・家庭・ 地域等との連携・協

働の下、 子どもたちが将来にわたり幸せを実感

でき るよ う、 一人ひと りの個性や感性を大切に

して可能性を伸ばす教育により、夢の実現を支

え、 社会全体のウ ェル ビーイン グを 目指す。ま

た、 地域の方々と の関係を築き なが ら、 社会総

がか りで取組を推進し てい く。 令和 ７年度は

（１）未来を創造する力を育む教育の推進（２）全
ての大の学びを支え力を引き出す教育の推進

（３）地域ぐるみで取り組む教育の推進 （４）学び
を支 える 基盤づく り　 の４ 点が、重点的 に推

進していく取組と されている。

上記の実現に寄与すべ く、 静岡県高等学校等

副校長・ 教頭会で は、 各学校の教育活動の振興

を研修会や情報交換会等の横のつながりで支え

ている。 主な活動は、 県会員が一堂に会する５

月の県総会・ 講演会と 、１ １月 の秋季研究協議

会である。

今年度の県総会・ 講演会は 「第 ５０ 回記念」

を冠 し、 ５月 １５ 日（木） に開催さ れた。講演

会講師と して作家 ・ジ ャーナリ スト の石川結貴

氏をお招きし、「高校生への実践的スマホ教育

～デジタ ル・ ＡＩ 社会を生きる 生徒 とど う向き

合う か」 とい う題名でのご講演をいただいた。

子ど ものスマホ利用の驚く べき実態、しかし 「ス

マホ教育」に よっ てその子 ども たち の変容して

いく 姿が続けて語 られ、９０分間があっ という

間に感じ られた。 生徒指導の観点か らも 、得る

とこ ろの非常に多いご講演であ った。

今年度の秋季研究協議会は 、１ １月 １８ 囗（火）

に開催予定である。協議会に向けて、現在は 「特

別支援学校の外国ルーツ生徒・ 保護者支援の現

状」 、「学校の危機管理について皿カリ キュ ラム・

マネ ジメ ント の現状と課題」「より 良い生徒指

導につながる 同僚性の構築について」の ４つの

研究発表の準備が進め られてい る。 学ぶ ところ

の多い研修の機会となるこ とを期待 している。

（静岡県立静岡高等学校　副校長）

愛知県

全国理事 ・県会長　新帶　聖文

本年度の愛知県立学校教頭会は ５月 １４ 日に

総会を開 き、 新体制をスタート させまし た。総

会では、 開会行事及び議案審議に続き、 知多地

区か ら「知多半島発、 新た な２ 校の 開校に向

けて　 ～開校前年度　学校現場での奮闘記～」

とい うテーマで研究成果が発表されました。そ

の後、教育ア ドバイザーの工藤勇一氏の講演「人

材育成と組織改革の秘訣」 をお聞き しま した。
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工藤氏の講演は大変好評で、昨年度に引き続き

の講演となり ました。 これまでの経験から具体

例を示していただき、 実践的なアドバイスをた

くさんいただきま した。教頭職は悩むこ とも多

いですが、知恵と勇気をいただ くこ とができた

と思います。

研究活動については、 研究部会と専門委員会

を設置し、それぞれ年 ５～ ６回の会議を実施

して いま す。 研究部会 において は、 年２ 回の

新任教頭研修会の企画 ・運営に携わると とも

に、 「様式集 （改訂版）」 及び 「『休暇一覧表』

の改訂」 の発行に向けた研究に取り組んでいま

す。 専門委員会においては、教頭の勤務 ・健康

に開する調査研究、学校の管理 ・運営や教職員

の服務等に間する教育研究の執筆に加え、教育

予算に関する要望書を作成し、 学習環境や勤務

環境の改善に取り組んでいます。ま た、定時制・

通信制教育部会及び特別支援教育部会でも、そ

れぞれがテーマを決め、研究や研修を実施して

います。

本県では今年度４ 月に県立中高一貫校４ 校、

フレキシブルハイスクール （同一校内にある全

日制 ・昼間定時制 ・通信制の３課程をフ レキ

シブルに行き来し て学べる 学校）４ 校、 県立夜

間中学１ 校が開校しま した。さ らに来年度は、

新たに県立中高一貫校 ５校、県立夜間中学３

校が開校します。 ここ数年、私学に押され生徒

募集に苦戦しておりますが、各県立学校がそれ

ぞれの特色を活かしながら、多様なニーズに応

える教育の実現を目指 し、 県教育委員会や校長

と連携しつつ、教頭・ 副校長も自らの役割を認

識し、積極的に教育活動に取り組んでいます。

（愛知県立半田高等学校　教頭）

名古屋市
全国理事 ・市会長　末崎　俊之

名古屋市では、令和５ 年６ 月に第４ 期名古

屋市教育振興基本計画となる厂コンパスぷら

ん」 が策定された。さらに、令和５年９ 月には、

「全ての子どもが自分らし く、 幸せに生きてい

くために、『子ども中心の学び』を幼児期から

青年期まで一貫して大切に します」 という理念

のも と、 本市の目指す子ども中心の学びの考え

を明確に し、 学びの方針を示した「ナゴヤ学び

のコ ンパス」 が公表された。

名古屋市立高等学校では、 この方針に基づき、

以下のよ うな取り 組みを進めている。

○市立高等学校における学びの変革と深化：

名古屋市立高等学校では、 将来の予測が極め

（１９）

て困難で先行き不透明な時代やグローバル化か

進む時代を生き抜 くために必要な資質・ 能力を

育成する ため、探究的な学びや ＳＴＥＡＭ教育を

推進している。また、 産業界・ 大学 ・地域との

連携に取り組み、 市立高校における学びのあり

方変革を推進 している。

○市立高等学校における専門学科の充実：

工業科・ 商戛科をはじめとする専門学科にお

いて、Ｓｏｄｅｔｙ５ ．０ とも 呼ばれる新しい時代に対
応できる よう、学習環境を適切に整備してい

る。 企業や地域と連携し、 グローバル社会で活

躍できる高い専門性を身に付けた人材を育成し

ている。

○市立高等学校における学校の枠を越えた学び：

高校生の学ぶ意欲に応じ、 ＩＣＴ機器やオンラ

インを活用するなどして、 在籍する学校の枠を

越え、全市立高校が一体となって、 専門性の商

い授業や特色のある授業を共有し、 単位修得で

きる環境を整備している。

現在、名古屋市立高等学校教頭会は １６ 名で

構成されている。 この少人数・ 小規模の強みを

生か し、 団結力・ 機動力を発揮し、 今後も匚ナ

ゴヤ学びのコ ンパス」 における さまざまなプロ

ジェ クト を推進し、名古屋市立高等学校の改

革・深化・充実に努めていきたいと考えている。

（名古屋市立向陽高等学校　教頭）

岐阜県

全国理事 ・県会長　曽根　章好

昨年度、 第４ 次岐阜県教育振興基本計画 （令

和６年度～１０年度） が策定された。合わせて、

各高等学校においては、「各学校において期待

される社会的役割 （以下、 スクールミッ ショ

ン）」の策定 とス クールポ リシーの改定が行わ

れ、 今年度か ら公表さ れている。

岐阜県の教育基本方針は、 「『ふるさと岐阜』

で育んだ自信と誇りを胸に、よ りよい未来の実

現に挑み続ける人」を育成することである。

また、子 ども たち が変化の 目ま ぐる しい予測

困難な社会を生き抜いていくために、「自立力」

匚共生力」「創造力」 の３ つの力をバラ ンスよ

く育むために、次の４ つの施策 （具体的な２８

の施策） を推進している。

【施策１ 】匚豊かな人間性」の育成

【施策Ｈ】「未来を創る確かな学力と実践力」

の育成

【施策ｍ 】「健やかな体」 の育成

【施策ＩＶ】 「学びの多様なニーズに応える環境」

の充実
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さら に２８の具体的施策の中で、「多様な人

とつなが り、 関わ る力の向上と 心の教育の充

実」 「『ふる さと岐阜』での活動を通して学ぶふ

るさ と教育の推進」厂将来を見据え た魅力ある

学校づく りの推進」を重点政策 と位置付けてい

る。

ＩＣＴが当た り前になった今、 生成 ＡＩ の利活

用が喫緊の課題と なっ ている。 また、遠隔授業

は、 ＤＸ ハイ スクール事業の一環であっ たり、

非常変災時や感染症流行時の休校時の対策で

あっ たり 、あるいは、 不登校生徒や病気療養生

徒を対象 とするな どニーズは多岐に渡っ てい

る。 両者 とも に校内のルール作 りが急務であ

る。

しか し、 他の課題に比べて、大きく 遅れを取っ

ているものがある。中学校で確立しつつある部

活動ガイ ドライン （部活動の地域展開） である。

高校が各々特色を持っ てお り、 部活動改革は道

半ばであ る。 部活動改革は働き方改革の １丁目

１番地。 一歩でも二歩でも前に進まなければな

らな い。

（岐阜県立大垣北高等学校　教頭）

三重県全国研究副部長
全国常任理事 ・県会長　與谷　愼穗

三重県では、 総合計画である「強じんな美う

まし 国ビ ジョ ンみ え」 、「みえ元気プラ ン」 で示

された理念をふま え、 県立学校における教育

は、 令和 ６年度か ら令和９ 年度までを対象と

した 「三重県教育ビジ ョン」に基づいて展開さ

れています。 このビジョンは、 「子 どもたちが

個性を輝かせ、望む未来を実現して くために」

策定された中期計画です。

三重県教育ビジョ ンの柱（基本施策）と して、

１． 未来の礎となる力の育成

２． 未来を創造し社会の担い手となる力の育成

３． 特別支援教育の推進

４． いじめや暴力のない学びの場づくり

５． 誰もが安心して学べる教育の推進

６． 学びを支える教育環境の整備

とし た６ つの基本施策を中心に、２７の具体

的な施策が展開されていま す。

計画の実現に向けて、 各学校では、 特色ある

学校づく りを さら に推進す ると とも に、 さまざ

まな背景を持つ生徒に対し て、 寄り 添いながら

丁寧な指導を行う ています。その中で、 三重県

立学校教頭会では、施策実現と教育課題の解決

に向けた会員相互の連携と資質向上を目的とし

て、 年２ 回の研修会と東海地区研究協議会を

令和 ７年 １０ 月３１日

実施 しています。 さら に３ つの研究委員会では、

今年度は 「業務改善に資するための調査研究」、

「円滑な遠隔授業の実現にむけて」、「生徒指導

に係る諸課題について」をテーマに調査研究を

行っています。

三重県における現在の教育環境では、全国的

にもみられる とお り、 少子化による学級数減少

と教員定数削減に より 、一人当たり 業務負担が

増加している傾向にあ ります。

（三重県立桑名北高等学校　教頭）

滋賀県

近畿地区

全国理事 ・県会長　阿武　朗広

滋賀県においては、令和７ 年９ 月か ら１０月

にかけて、第 ７９ 回国民ス ポーツ大会・ 第２４

回全国障害者スポーツ大会 （通称： 国スポ・障

スポ）が開催されます。県市町を挙げて準備が

進められ、高等学校は、選手の育成、役員・補

助具の派遣、 会場の貸出等に対応しています。

選手達が、県民の応援を背に、 健闘 して くれる

ことを期待しています。

また、令和８ 年７ 月か ら８ 月にかけて、滋

賀県を幹事県として近畿ブロッ クで、全国高等

学校総合体育大会 （通称： インターハイ）が開

催されます。 インターハイについて も、 現在、

国スポ・ 障スポと並行して準備が進められてい

ます。

県立高等学校については、 令和の時代に対応

した新しい入学者選抜制度の構築を目指し、令

和８ 年度入学者選抜か らは、選抜時期の一本

化や学力検査の全員受検、 学校独自型選抜の実

施、 Ｗｅ ｂ出願システムの導入など、新しい入

試制度が始ま りま す。 受験生の負担軽減、公平

で多面的な評価の実現、出願手続きの効率化を

目的とした新入試制度に大きな期待が寄せられ

る一方、 実施初年度という大きな不安も現場に

はある状況です。 特に学校独自型選抜について

は、 作文、小論文、面接、 プレゼンテー ショ

ン、 実技など各高等学校の特色に応じた学校独

自検査を実施するために、 各校毎の評価基準を

設定する等の準備が必要となり ます。機会があ

れば、滋賀県立高等学校の新入試制度について

もご報告できればと思います。

滋賀県には県立学校と して全日制４４校、定

時制 （併設校・分校を含む）５ 校、 通信制１ 校、
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特別支援学校 １６ 校があり ます。滋賀県高等学

校等教頭・則校長会では、 総会や研修会の開催、

各部会の研究などを行っていま す。 また、県内

を６ 地区に分け、 各地区で地元企業等での研修

など、地域か ら学んでいま す。 今後もこ ういっ

た研究、 講演、研修な どの学びを通 じて、資質

向上 と教育の充実に努めていき ます。

（滋賀県立東大津高等学校　教頭）

京都府

全国常任理事 ・府会長　奥平　美香

京都府では令和５ 年１ ２月 に「魅力ある府立

高校づく り推進基本計画」 が策定さ れ、 高校改

革が進め られてい ます。令和７ 年３ 月に は基

本計画に基づ き、 「府立高校の再編整備の考え

方」 と「府立高校魅力化推進施設・ 設備基本構

想」 が示されまし た。 今後、少子化や生徒の学

習ニーズの多様化を踏まえて再編が進め られる

とと もに、学校の使命や特色に応じた安心・安

全で快適な教育環境づ くり のための施設 ・設備

の整備を行う こと とな ります。

また、令和８ 年４ 月よ り府立高校２ 校を京都

府立大学の系属高校と して位置づけ、専門的な

学びの充実、 高校教員の資質能力の向上、そし

て高校生と大学生との共同研究を通じて生徒の

学修意欲を向上させ、 質の高い学びの実現を図

りま す。 これによ り、 京都府の農林業及び関連

産業の振興に資する人材の育成を目指します。

さら に、 令和 ９年度入学者選抜から公立高

校の入試制度の改革が行われま す。

このよう な高校改革に加え、教職員の働き方

改革が進行するなかで、各校の則校長が広い知

見を身に付け、リ ーダーシ ップを身に付けられ

るよ う、 京都府立高等学校則校長会では、年２

回の研修会を開催しています。 京都府では今年

度に京都府災害時学校支援チーム（Ｄ一 ＥＳＴ

京都）が発足 しま した。そ こで、今年度の夏季

研修会で は、 先進県の震災 ・学校支援チームの

チーム員から災害に備えて学校が備えておくべ

きこ とについて学びま した。冬季研修会では企

業の人材育成 とマネジメン トについて学ぶ予定

にしてお ります。 今年度開催予定の近畿地区連

絡協議会京都大会では、「教頭 ・副校長のウ ェル

ビーイング」 についての講演を計画しています。

目ま ぐる しく 社会が変化してい くなか、 教育

現場に求められる 内容も多様化 していま すが、

教育の不易を見失うこ とな く、 未来を展望した

教育が実践できる よう 、副校長間の連携を大切

に、 自身 と教職員がウ ェル ビーイングを実感で

（２１）

きる環境づく りを進めて参 ります。

（京都府立洛水高等学校　副校長）

大阪府全国研究副部長
全国常任理事 ・府会長　大塚　泰之

令和 ７年度の大阪府公立高校入試では、オ

ンライン出願 とデジタル採点システム「百聞繚

乱」 の導入に より 、受付・ 採点業務が大きく変

化した。 従来は受験生の来校に合わせた人員配

置や動線確保、書類の複数チェ ック などに多く

の時間と労力がかかっていたが、オンライン化

によ り受付後の作業が効率化され、 教員 ・受験

生双方の負担が軽減された。採点も、解答用紙

のスキャ ン後は画面上で行われ、例年よ り迅速

に完了したとの報告がある。

一方で、 公立高校の定員割れが深刻な課題

となっている。令和７ 年度は府内１ ４５ 校中 ７５

校（複数学科設置校がある とこ ろは １校扱い）

が定員割れとなり 、公教育の立て直しが喫緊の

課題となっている。

大阪府教育委員会は令和１０年度以降の入学

者選抜制度を公表した。目的は、「社会の変化

や府立高等学校に対する生徒・ 保護者のニーズ

を踏まえ、各校が特色化・ 魅力化を推進すると

とも に、 受験生か自身の得意や適性、興味・関

心等を考え、 将来の自己実現につながる選抜と

する こと 」、 「入学準備期間が確保され、中学校

から高等学校にス ムーズに進学でき るこ と」で

ある。新制度の基本理念と して、生徒の主体的

な学校選択、 高校が求める生徒像に合っ た選

抜、 公平で分かり やすい制度、 生徒の可能性を

引き出す選抜などが掲げられている。主な変更

点は、選抜機会の一本化（特別選抜を一般選抜

に統一）、複数学科・ 第２ 志望校の出願可、二

次選抜の実施、特色枠の導入、 調査書の評定重

視（活動記録不要）、 学力検査との比率選択な

ど。 選抜は、 学校特色枠→総合点順→第 ２志

望校判定の手順で行われる。

入試制度の改革に力口 え、 教職員の働き方改革

など現場の課題は多岐にわたる。大阪府公立高

等学校教頭会として、 横のつながり を大切にし

ながら、 これらの課題に協力して取り組んでい

きた い。

（大阪府立今宮高等学校　教頭）

兵庫県

全国理事 ・県会長　杉野　智也

兵庫県には『指導の重点』 があ り、 「ひ ょうご

教育創造プラ ン」 を教育現場で着実に実施する
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手引書と して、毎年作成されている。学習指導

要領、県の施策、 社会情勢、学校からの意見も

反映 しながら、教育活動の参考にな るよ うにわ

かりやすくま とめられたものがある。

今年、本県は阪神 ・淡路大震災から ３０ 年目

を迎えた。こ れま での 「忘れない」 「伝える」「活

かす」「備え る」 に厂繋ぐ」を新たに加え、 震災

の記憶を伝え、次世代への記憶の伝承を図る取

組を行っている。 震災以降、本県は、教育の分

野において創造的復興を目指し、兵庫型 「体験

教育」等の展開による 匚思いやりの心」 「ふるさ

とを愛し誇りをもつ心」の醸成、震災経験と教

育を活かした 「共生の心」 「生きる力」 を育む「兵

庫の防災教育の推進」 や、 一人一人の個性や創

造性を伸ばす教育や「社会に開かれた教育課程」

の実現を図り 、他者と の協働や多様性の理解な

ど様々に変化する社会情勢の中にあって も、不

易と しての教育を堅持しながら未来を担う人材

の育成を している。

次に、第４期 「ひょう ご教育創造プラン」の

推進の２年目 となる今年度も昨年に引き続き、

重点テーマに さら に「『絆』を深め、『在り たい

未来』を創造する 力」 育成 していく こと を加え

目指している。

現在の国際情勢の不安定化やグローバル化、

ＩＣＴや ＡＩ 等の技術革新の進展な ど、 変化の激し

い時代を迎え ている中 において も子 ども たち一

人一人が、自ら「こういう 自分になりたい」 「こ

うい う社会に した い」 とい う「在り たい未来」

をし っか りと 描き、主体的に他者と も協力・協

働しながら、 実現に向けた課題を発見し、解決

に向け新たな価値を創造していく力を育成して

いく ことを目指している。

（兵庫県立鈴蘭台高等学校　教頭）

神戸市

全国理事 ・市会長　井上　里砂

神戸市は、「第４期神戸市教育振興基本計画」（令

和６ 年度～令和１０年度） に示された教育ビジョ

ンを展開するための方針に沿った教育活動の取

組みを重点的に実施している。 「自他を大切に自

ら考え未来をつく る」 を教育ビジョ ンと して 「心

豊かにた くま しく 生き る人間」 を目指す人間像

として学びの充実を図っている。

神戸市立高等学校は、 現在全日制５ 校及び定

時制３校で、 これまで神戸市教育懇話会報告書「神

戸市立高等学校の将来を考える」（平成 ６年 ４月）

をグラン ドデザイ ンと して教育改革が進められ

ており、 多様な専門科目や探究活動、課題解決

令和 ７年 １０ 月３１日

型学習などそれぞれの学校ごとに特色ある教育

実践を行っている。

そし て、 生徒が学校を超え て最先端の学びに

触れる機会と する 「ＫＯＢＥＡＬ（アドバンスト ・ラー

ニン グ） ネッ トワ ーク事業」に より 市立高校８

校が連携して、課題研究等、各校の特色をもっ

た学びの成果を繋いでいる。

また、教育を取巻 く状況や環境の変化に応じ

た教育改革を行っ てい くた め、 市立高等学校が

育成すべき人材とそのために必要な教育内容な

ど今後の市立高校のあ り方の検討を行う にあた

り、 専門的な見地から 幅広い意見を求め ること

を目 的と して、令和６ 年１ 月か ら「 これからの

市立高等学校のあり方に関する有識者会議」が

開催され、国の方向性に加えた 「意見のまとめ」

が令和７ 年３ 月に発表されている。

教頭会は、年 ３回開催 しており 、時機に応じ

た研修や情報交換等を行っ てい る。 教育委員会

委事務局 も含めて情報共有を行 うこ とで、各校

の教育のより一層の充実を目指して、それぞれ

が抱える課題の解決策や教育活動のアイデアを

考える貴重な機会となっている。

（ネ申戸市立神戸工科高等学校　教頭）

奈良県

全国理事 ・県会長　中尾　考周

奈良県高等学校等教頭協議会は、県内の全日

制高等学校・ 中等教育学校後期課程 ・特別支援

学校 ・県立中学校に勤務する国公立校の教頭・

副校長６０名、私立校の教頭・ 副校長１ ４名、

計７４名の会員で構成されてい ます。主な活動

とし ては、年 １［巨｜ の総会と年２ 回の研修会を

開催 し、 会員相互の連携を深め ると とも に、教

頭・副校長と しての資質向上を図っ てお りま す。

６月 １３ 日に は総会を開催 し、 教育長を はじ

め、 県教育委員会事務局教職員課・ 高校教育課

の皆様に ご来賓と して ご出席いただきま した。

各課から の示達事項をいただいた後、協議会と

しての方向性や年間活動計画について協議を行

いま した。

研修会については、９ 月に、現行の学習指導

要領で「学びに向かう力、 人間性等」と表現さ

れる非認知能力の研究で第一人者である 中山芳

一氏を講師に迎え 、「非認知能力が育つ学校へ」

とい う演題での講演および、学校教育目標をい

くつかの非認知能力に チャ ンク ダウ ン（分解）

する ワークシ ョッ プを実施 しま した。ま た、１

月に は、 本協議会の研究調査チームである研修

委員会（教頭経験 ２年 目の者か ら選 出） が中
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心となり、学校現場での実践をもとにした報告

を行う予定です。

このほか、県内を北・ 中・ 南の三つのブロッ

クに分け、それぞれ年二回の会合を行い、地域

に根ざした情報共有だけでなく 、「新学習指導

要領に向けた動き」「生成 ＡＩ」や 「キャリ ア教育」

について講師を招き、 研修を行っています。

多様化する生徒の背景や価値観、個別最適な

学びの推進が求め られるい ま、 教頭 ・副校長に

はこ れまで以上に柔軟で深い教育的視点が必要

とされています。 私たちは、「学び続ける管理

職」 であ りたいと願い、最新の研究成果に触れ

る機会を設け、得られた知見を学校現場へ還元

していける教頭協議会を目指しています。

（奈良県立奈良高等学校　教頭）

和歌山県

全国理事 ・県会長　山本　有作

本会は公立・ 私立含め、県内５２校 （高校

４２ 校、 支援学校 １０ 校） の教頭・ 副校長７５名

で構成さ れていま す。 本会では毎年、年 に２

回春 ・秋の定期総会及び研究協議会を実施して

います。 また、各地区ブロ ックでの研修や情報

交換も実施しています。年に数回ですが、顔を

合わせてお互いの情報交換を行 ういい機会と

なっています。

今年度の春季総会の研究協議会では県立紀北

農芸高等学校から 「地域と共に歩む農業高校の

取り組み」と題して研究発表があり ました。

通学路の住民の方々と一緒に花を植えて 「フ

ラワーロード」をつく った り、 地元警察と花壇

を設置する「春の花いっぱい運動」 や、 地元駅

の花壇の植え付けをしたり などの活動報告があ

りま した。ま た、 高校在学中に起業した生徒の

紹介もあ りま した。「和歌山でつく られたフルー

ツを全国に届けたい。」と いう 思いから クラウ

ドフ アンディ ングで資金を調達し、 自宅を改造

した食品加工場で地元農家から買い取った柿を

ジャ ム、 柿そ うめんに製造 し、 道の駅やメルカ

リシ ョッ プスで販売したと いう 取り 組みの紹介

でし た。 学校の地域活性化の取 り組みの具体例

として有意義な発表となり ました。

１１ 月に予定されている秋季研究協議会では、

和歌山北高校から 「教頭のモチベーショ ンをど

う上げる か」 とい うテーマで教頭・ 副校長のア

ンケートを毎に発表がある予定です。

また、状況を的確に捉え、 発展し続ける学校

教育の実現のため、地元企業の取締役の方から

「『人』 が企業をつく る、 『人』が地域をつ くる、

（２３）

『人』が未来をつ くる 。」 と題 して、人材育成、

経営マネジメ ント など、企業の経営者の視点か

らご講演をいただ くこ とになっ ています。

今後も、 学校間の情報共有をしながら県全体

の発展に努めていきます。

（和歌山県立和歌山商業高等学校　教頭）

中国地区

鳥取県

全国理事 ・県会長　竹歳　真一

鳥取県では鳥取県教育振興基本計画が令和６

年度から令和 １０ 年度の第四期に改定されまし

た。 基本理念にウエルビーイングの理念である

「幸せ」 を加える とと もに、本県教育施策の基

軸である 匚ふるさ とキャリ ア教育」 を明確に打

ち出 し、 子どもたちの夢や目標、学びに向かう

意欲を育み、 社会の変化に対して新たな価値の

創造や将来にわた り「ふる さと鳥取」を思い、

支え るこ とができ る子 ども たち を育んでいま

す。

令和 ７年度事業「地域に根差した魅力ある

学校づく り推進事業（地域と学校をつな ぐ地域

住民への支援）」 を活用した特色ある地域学校

協働活動の実施等、コ ミュニティー ・スクール

（学校運営協議会）と地域学校協働活動を行っ

ています。学校運営協議会において は、 スクー

ル・ ミッ ショ ン及びス クール・ ポリ シーに基づ

き学校目標と具体方策を設定し、その達成状況

の評価を行う とと もに、スクール・ フォーカス

「匚高等学校重点校」 制度に係わる重点項目）に

係る取組状況や成果について「熟議」を行い、

各高等学校の魅力 アッ プに繋げてい ます。

さて本県では、県立学校則校長 ・教頭会の総

会・ 研究協議会を年２ 回（５月 ・１ １月 ）に開

催しています。校務ＤＸにより、協議会の資料

が紙面配布から配信画面に変化してきま した。

高等学校入学者選抜においても採点や合格発表

においてもＤＸが進んでいます。

いよいよ令和 ９年度には本県で全国高等学

校教頭・ 則校長会総会及び研究協議会が開催さ

れます。 開催に向けた準備のために、今年度全

国北海道大会や中国五県島根大会において企画

・運営の様子をいろいろ学ばせていただきあり

がと うございました。 来年度は東京大会でも学

ばせていただきます。

今後も、 本会の活動を充実させ、会員相互の
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連携 ・親睦を深め鳥取県の教育の発展のために

尽力 して参り ます。令和９年是非鳥取県でお

会い しま しょ う！！

（鳥取県立倉吉東高等学校　教頭）

島根県

全国理事 ・県会長　井上　武大

島根県高等学校教頭・ 副校長協議会 は、 ３５

校の県立高等学校と１２校の特別支援学校、お

よび １校の市立高等学校から構成される祖織

で、 今年で６７年目を迎え ます。

主な活動は、 ５月 と１ 月に総会 ・研究協議会

を開催し、会員は、「学校運営部会」「学習指導」

「生徒指導」 「特別支援教育」 の４ つの研究部

会のいずれかに所属して、 各年度テーマを設定

し研究活動を行います。

今年度第 １［回の 総会 ・研究協議会 は、 ５月

１９ 日・ ２０ 日に出雲市で開催され、新会員の自

己紹介の後、 総会、研究協議、 島根県教育委員

会各課か らの施策説明を行いま した。

また、８ 月１９日、２０日には第３３回中国五

県高等学校教頭・ 副校長会研究協議会を松江市

において 開催 しま した。本研究会の準備にあ

たっ ては、合理化を図 り進めま した。対面形式

での実行委員会の他に共有サーバやチャ ット機

能を使っ て資料の準備や打ち合わせを行いまし

た。 初日は地域・ 教育魅力化フラッ トフォーム

理事 ・会長の水谷智之様に講演いただき、民間

企業で培った人材育成の秘訣や隠岐島前高校で

の魅力化の取組について貴重なお話をし ていた

だきました。 未来社会を見据えた教育の方向性

について深い示唆が示されたと 感じ てい ます。

続けて行われた研究発表・ 協議題提案もそれぞ

れが今後につながる時宜を得たもので、 充実し

た研究協議となり ました。

県内の教頭・ 副校長が力を合わせて取り組め

る貴重な機会を与えていただけたこ とで、教

頭・ 副校長間の結束力が高まったよ うに感じて

います。

働き方改革の流れの中、業務改善、 校務の

ＩＣＴ化、教職員のメ ンタルヘルスヘの配慮、組

織と しての持続可能性をど う確保してい くかな

ど課題はたく さんあり ますが、 今後も本会が、

教頭 ・副校長としての資質 ・能力の向上を図る

とと もに、会員相互が連携を深め、 共に支えあ

える場と なる よう 、活勤していきたいと考えて

いま す。

（島根県立松江東高等学校　教頭）

岡山県

令和 ７年 １０ 月３１日

全国研究副部長

全国常任理事 ・県会長　田邉　輝臣

岡山県では、 匚第 ４次岡山県教育振興基本計

画」 （令和７ ～１０年度） を策定し、子どもた

ちに育み たい資質能力 とし て「確か な学力と

自ら挑戦する意欲や創造性」「豊かな心 ・健や

かな体」 「地域を大切にする心と社会の形成者

とし ての 自覚」の ３点を掲げて施策を推進し、

次の ４点を「令和 ７年度重点取組項目」 とし

てい る。

①学ぶ力の育成

②不登校等を生まない早期対応 ・多様な学びの

場の確保

③グローバル人材の育成

④学校における働き方改革のさらなる推進

今年度は、次の新規・拡充取組を行って いる。

①では、 【新規】 研究校での生成Ａ Ｉを活用し

た学習アシスタン トアプリ。

②では、 【拡充】 県立高校内の教育支援センター

「Ｍｙ　Ｐｌａｃｅ」 を増設、 スクールソーシャルワー
カー （ＳＳＷ）を増員、小中学校の自立応援室

拡充 ・高校の自立応接室設置。

③では、 【新規】 英語 ＡＩ 教材の活用と外国語指

導助手（ＡＬＴ） の増員、 ＳＴＥＡＭ教育研究推

進委員会を設置。 【拡充】 海外留学生の受入

数を増加。

④では、 【新規】 小学校新規採用者への非常勤

講師の後補充を拡充、 授業を担 当す る教頭

の代わり に非常勤講師を配置。 【拡充】 部活

動指導員の配置拡充。

岡山県教頭・ 副校長会において も、 これ らの

重点項目 を踏まえ、ＰＢＬ の推進や生成 ＡＩ の活

用、 働き方改革等について研究 し、 子供たちの

学びの原動力 であ る志の育成「夢育」に 取り

組んでいる。 また、年に２ 回の総会 （春 ６月、

秋１１月）では、 講演会や研究発表などの研修

を行っている。本年度は、 春の総会では岡山大

学の鍵本芳明教授によ る「教員養成の現状とこ

れからの教育」と題した講演会を行い、 教職を

目指す生徒・ 学生の育成について考える機会と

なっ た。 秋の総会では、岡山大学の宮道 力准

教授による「学校教員のウェルビーイング」に

関する課題や取組みを題材とした講演会を計画

している。

（岡山県立岡山芳泉高等学校　副校長）
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広島県

全国理事 ・県会長　坂本　豊

本県では、令和３ 年度から令和 ７年度まで

の５ 年間の基本的な方針を 「広島県 教育に関

する大綱」に示してい ます。その基本的な考え

方と して、前大綱や県の総合計画をペースにす

るこ と、 乳幼児期から大学 ・社会人までを系統

立てた方針のもと、オール広島県で取り組むこ

と、 「学びの変革」の更なる加速に 向け、新た

な取組に も果敢に チャ レンジす るこ とが挙げら

れていま す。

中でも「学びの変革」 の取組に より 、各教科

等の授業改善が進み、 児童生徒の学びの質が

徐々 に向上し て、 授業改善の基盤と なる カリ

キュラム ・マネジメン トに自律的・ 組織的に取

り組む体制が整いつつ あり ます。一方で、匚思

考力 ・判断力 ・表現力」の育成が十分でないこ

とや一斉指導では対応 しきれない個別の学習

ニーズ等が課題と して挙げられます。

そこ で、 主体的・ 対話的で深い学びの推進、

探究的な学習の充実、 ＩＣＴ　・　 デジ タル技術の活

用、 ＧＩＧＡ スク ール構想の推進、 個別最適な学

びの推進を一層充実させる取組をしています。

５月 １６ 日、 広島県公立高等学校教頭会定期

総会を集合形式で開催しま した。８ 月７ 日には

広島県公立高等学校教頭会研究協議会を広島市

において集合形式で開催しました。 支部からの

研究の発表、 質疑応答や講評を行いました。記

念講演で は、 学校改善導が専門であ る愛媛大学

大学院教育学研究科教授　露囗　健司様を講師

にお迎え し、 「教頭の ウェ ルビーイ ングについ

て」 とい う演題で、教頭が目指すべきこ となど

の話をいただ きま した。ま た、 グループ協議や

今後につながる指導助言、 活発な情報交換が行

われ、充実し た研究協議会 とな りま した。本協

議会の準備から実施、 研究集録の作成まで、県

内の教頭が力を合わせて取 り組むこ とができま

した。協議会で学んだ こと を今後の教頭会活動

の充実と発展に生かして参 ります。

（広島県立安芸府中高等学校　教頭）

山口県
全国理事 ・県会長　堀田　英里

山口県で は、 令和 ５年 １０ 月に策定 した 「山

口県教育振興基本計画 （２０２３～ ２０２７ 年度 ）」
に基づき、教育目標「未来を拓 く　 たく ましい

『や まぐ ちつ 子』 の育成」 をめざし て、 本県教

育の強みであ る「コミ ュニティ ・ス クールの連

（２５）

携・ 協働体制」と 「ＩＣＴ 環境」を積極的に活用

しながら、直面する教育課題に対応する ために

様々な取組を行っ ています。

こう した 中、 ５月 ２３ 日（金）、教頭・ 副校長

会総会・ 研究協議会におい て、 会員 ３名 によ

る研究発表に先立 ち、 リス クマ ネジメン ト推

進機構か ら講師をお招きし、「管理職に求めら

れる リス クマネジメン トについて～保護者ク

レーム対応（初期対応を中心に）～」と 題し

た御講演をい ただきま した。リ スク マネ ジメ

ント と危機管理の違いを明確に した上で、要

望が多様化す る保護者への対応時の ポイ ント

を、 具体的な事例を挙げな がら 解説 して いた

だきました。

続いて、 ８月 ２２ 日（金） には、国立研究開

発法人科学技術振興機構研究開発戦略センター

上席フエ ロー及び京都市立高校の副校長を講師

に迎 え、 研修会を開催 しま した。匚ＡＩ とスパコ

ン、 そしてシ リコ ンバ レー～ＩＴ技術者 として

４５ 年の経験から ～」 と題 した最初の講演では、

生成 ＡＩ の利点と課題や、 リテ ラシー教育の充

実な ど学校教育の役割について御教示いただき

まし た。 また、「学び続ける学校へ～生徒と教

職員が共に育つ学校をめざ して～」 と題 した講

演では、 現役の副校長として過去の勤務校での

経験も交えながら、管理職の決断が改革ムード

を加速させる こと 、「やり たい こと、やるべき

こと、やれる こと」を問い続けるこ との大切さ

を然く語っていただきました。

今後 も、 会員の教頭・ 副校長と しての資質・

能力の向上を図る とと もに、本県高校教育の質

の確保・ 向上に寄与するこ とをめざして、本会

の取組の更なる充実を図っ ていきたいと考えて

います。

（山口県立山口高等学校　副校長）

四国地区

徳島県

全国理事 ・県会長　秋山　治彦

本会では、学校運営や校務遂行の手引き とし

て、 昭和 ５７ 年に 「教頭ハンド ブッ ク」 を初め

て作成し、その後は概ね５ 年ご とに改訂を重

ねてきま した。しかし、平成２７年刊行の六訂

版以降は、新型コ ロナウイルス感染症の影響等

によ り改訂が滞つ てい まし た。 長年の懸案で

あっ た改訂に 向け、昨年度には前会長を中心
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に「教頭ハン ドブ ック 改訂委員会」 が組織さ

れ、 改訂委員によ る作業と 県教委の監修協力を

経て、七訂版が完成しました。 ここに尽力くだ

さっ た皆様に深く 感謝申し上げると とも に、本

書を学校運営や校務遂行に有効に活用していき

たいと考えており ます。

さて、徳島県では令和 ６年度か ら３ 年回の

計画で匚とく しまの学校における働き方改革プ

ラン （第 ３期）」 が実施されていま す。 これま

での取組では、県下統一の 「学校業務支援シス

テム」の導入によ る校務の効率化・ 省力化、外

部人材の活用によ る負担軽減な どに より 、教員

の時間外在校等時間の削減が進んできま した。

第３期ではさらに、①タイムマネジメン トの徹

底、 ②業務改善の推進、③外部人材の積極的活

用、 ④部活動の適正化の４ 本柱 に基づき、教

員が 「働きやすさ」と 「働きがい」 を実感でき

る環境づ くり に取 り組んでいま す。 私たちも、

学校長の基本方針を実現し、教育水準の維持・

向上を図 りつつ、 各校の実態に即し た働き方改

革の推進に尽力していると ころ です。

また、本県の公立高校普通科は現在 ３学区割

となっており、学区外高校を志望する場合には

匚流人率」に上限が設けられていま す。 しかし

令和 ８年度か らは、こ の流入率が段階的に引き

上げ られ、令和１ １年度入学者選抜から は徳島

市立高校を除き、 全日制普通科の通学区域が県

内全域と なり ます。こ れに より 、受験機会の公

平性確保や学校間の競争・ 特色化の促進が期待

される一方で、遠距離通学者の増加や徳島市内

高校への一極集中に伴 う他地域での志願者減少

といった課題も想定さ れ、 普通科学区制廃止を

見据えた対応を各校が急ぐ必要があ ります。

このよう に私たちは多 くの課題に直而してい

ますが、 本会では会員が互いに協力 しながら、

課題解決 と本県教育のさら なる発展に力を尽く

してまいります。

（徳島県立城ノ内中等教育学校　教頭）

香川県 全国研究部副部長

全国常任理事 ・県会長　尾平　真

本会の活動の中心は、 ４月の総会・ 研究協議

会と ８月 の夏季研修会であ ったが、 コロ ナ以後、

働き方改革のため、夏季の会については総会で

実施の有無を検討している （今年度は本県主催

の四 国大会と 重な るた め、 自動的に 非開催）。

また昨年度か ら、 総会後の懇親会を復活させた

が、 ホテルが高かったため、今年度は狭いなが

ら安い会場を選定 した。会場キャパの都合上、
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県教委の皆様方を招けなか った が、 多く の教頭

が参加し大いに盛 り上がっ た。

水県主催 とし ては ４年振り の「四国高等学

校教頭・ 副校長会研究協議会」 を１ ０月 に控え、

準備 も大詰め （の はず）。 前回 がコ ロナの影響

で誌上発表の みであっ たた め、 実開催は ８年

振りであ り、 過去の内容にとらわれず新しいモ

デルとなるよ うな会の在り 方を考えている。

①会場： 以前の会場（ホテル） は高騰し、予

算で賄えない金額にな った。県教委 との連名で

予約する ことで県庁ホールを利用できる ことと

なり 、費用を抑え られ、ま た他県の方に丹下健

三設計の旧庁舎を見ていただく 機会を得 られた。

②講演： 通常の「地域の名士」 の講演に替え、

讃岐の天然石 「サヌカイト」使用の楽器による

「歓迎特別演奏会」と した。後で県から は「楽

器の演奏は執務の妨げになるか ら罷 りな らぬ」

と言われて焦った が、 「音量も小さ く、 癒しの

音楽です」と納得してもらった （はず）。

③研究協議会集録 ：通常、 製本 ・印刷を業者

に依頼し、四国の全会具に送っ てい るか、印刷

費・ 郵送費の高騰、また紙資源を節約する意味

から、デジタルデータのみの作成とする。水県

の県会長は本校教頭の宛職なので、 本校 ＨＰに

県教頭会の部屋を創設し、 その中にデータを格

納し、会員にはパスワードを教えてダウンロー

ドしても らう方法を検討している。

以上、未定の部分もあるが、今後も活動内容

の精選・ 見直 しに努め、よ り意義の ある 、持続

可能な会となるよ う尽力していきたい

（香川県立高松高等学校　教頭）

愛媛県

全国理事 ・県会長　近澤　幸司

水県では 、「教育立県えひ め」 の理念の実現

を目指し て、 愛媛県教育振興に 関する大綱に掲

げる振興方針を踏まえ、変化の激しい社会の中

で子 ども たちの「生き る力」を育むため、水県

教育の充実に取り 組んでいます。

高等学校において は、 令和 ５年 ３月 に策定

された「愛媛県県立学校振興計画」 に基づく教

育内容充実に向け て、 現在、前期計画での統合

校・ 改編校には準備委員会が設置さ れ、 「多彩

で魅力的な選択肢の提供」 「職業・ 学科横断的

学習の展開」 「進路指導の充実」と いっ た、振

興計画の ３水柱の実現に向けて準備を進めて

いま す。 特に、複数校を統合して設置される 「小

松」 「東予総合」 厂し まな み」 、統合さ れる 「大

洲」 「八幡浜」「宇和島東」「宇和島南」「北宇和」、
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総合学科に改編される 「東瀛」 「宇和」、昼間定

時制 と通信制を併設する「北条清新」な ど、令

和８年度から開校ラッ シュを迎え、各校の教頭・

分校長はその準備に奔走しています。

本会の活動と しては、 ５月 に開催された県教

育委員会主催の県立学校教頭研究協議会では、

国立 ・私立の管理職も参加 し、 高校教育部会・

特別支援教育部会に分かれ、それぞれの部会に

おいて、 ２名の先生方が研究発表を行いました。

さら に、 働き方改革や専門性を維持 ・向上する

ための校内体制な どについて活発な研究協議・

情報交換が行われまし た。

８月 に北海道で開催さ れた全国高等学校教

頭・ 副校長会研究協議大会には、７ 名の教頭が

参加 し、 各地区の先進的な取組を、 また講演で

は管理職として、 あるべき姿を学ばせていただ

きま した。

１０ 月に は、 第３９回四国高等学校教頭 ・副

校長会研究協議会が香川県高松市で開催されま

す。 教育環境が比較的似ている近隣地区の取組

や魅力ある学校づ くり について、発表や講演か

ら学ばせていただきます。

これから も、 本県教育の充実に向け、会員相

互に連携を図 りながら取り 組んでいきたいと考

えています。

（愛媛県立松山北高等学校　教頭）

高知県

全国理事 ・県会長　武内　克行

高知県立学校教頭 ・副校長会は、県立高等学

校、 高知市立高等学校、県立特別支援学校、県

立中学校の教頭・ 副校長で組織されてお り、そ

のう ち高等学校全日制の教頭・ 副校長４８名が

全国教頭 ・副校長会の会員になっています。

高知県で は、 令和 ６年度か ら令和９ 年度ま

での ４年間で取り組む教育等の振興に関する

基本理念や基本目標、 それらを実現する ための

総合的な施策を定めた 「第 ３期教育等の振興

に関する施策の大綱（第３ 期教育大綱）」が令

和６ 年３ 月に策定されまし た。 そし て、 県教

育委員会は、 この大綱の内容等を踏まえ、所管

する施策の具体的な事業・ 取組等を定めた「第

４期高知県教育振興基本計画（第４ 期基本計

画）」を同じ く令和６ 年３ 月に策定 しま した。

また、こ の第 ４期基本計画は、 第３ 期教育大

綱において掲げら れた ３つの「 目指す人間像

（基本理念）」を本県の教育の目指す「目的」と

して位置付け、こ れを実現する ための３ つの

基本目標を定め、 「取組・ 手法」と して、「子ど

（２７）

もたちが今後の社会を生き抜く 力を身につける

ために図る教育の推進」、 「誰一人取り残さない

包摂的な教育 ・支援の推進」、 「‾生涯にわたって

学ぶことができる環境づく りと活動 ・取組の推

進」、「必要な基礎的 ・基盤的な環境・ 体制等の

整備」の ４つを基本方針と していま す。

今年度の活動 としては、４ 月に本会 （総会）

を集合開催の形で実施しま した。８ 月の研修会

では昨年度と同様に開催時間を午後のみ とし、

会議のス リム化を図り、集合開催いたし まし

た。 この研修会では、 研究発表と講演を ２本

柱と し、 高知県文化生活部　国際交流課　 日本

語教育総括コーディネータ ー　 尾崎裕子氏によ

る『みんなでつく ろう グロ ーバル高知家 ！～

「やさしい日本語」で多文化共生社会に踏み出

そう ～』 と題する講演を行いま した。高知県に

おける多文化共生社会に向けて、高知県で生活

されている外国の方々の状況やその方々を取り

巻く 環境等を理解 し、 「やさしい日本語の考え

方」 を学ぶと 同時に、 グループワークを通し て、

「学校現場から発信する文書等において もこの

やさ しい 日本語の考え方が大切であ る」 と改め

て感じま した。今後増えて くるであろう外国の

方々の生活環境の問題等をいかに身近な問題と

して とら え、 高知県の多文化共生社会につなげ

てい くかを考えさせられる内容でした。 研究発

表・ 講演を通して、大変充実した研修となりま

した。

これから も、 本県の教育振興基本計画の充実

に向けて、相互に連携しながら取り組んでいき

たいと考えています。

（高知県立高知追手前高等学校　副校長）

福岡県

九州地区

全国理事 ・県会長　松畠　正則

福岡県は、県政全般に係る 「福岡県総合計画」

（令和４ 年度～令和８ 年度）を令和 ４年 ３月に

策定しま した。次代を担う 「人財」 の育成を図

るため、 特に同計画における教育分野を、本県

教育行政の基本的な方向性を示す「教育大綱」

に、 併せて教育施策の方向を示す「教育振興基

本計画」 に位置付けま した。

これを踏まえ、県教育委員会は、「福岡県学

校教育振興プラン」を同時期に改定 し、 「人財」

育成の基盤となる学校教育の振興のための施策
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の基本的な方向性や考え方、重点的に取 り組む

施策等を示しまし た。 さら に、 「振興プラン」

の理念等を踏まえ、「基本計画」のうち教育委

員会所管分野に係る単年度の実施計画匚福岡県

教育施策実施計画」を策定 し、 本年度は ５つ

の柱、８ 項目 、２４施策に 整理、体系化 されて

います。

福岡県公立高等学校訓校長 ・教頭協会の活動

としては、５ 月に総会 ・研究協議会を実施しま

した。ま た、 １０ 月には第 １［巨｜研修会を実施 し、

大学医学部受験指導で実績を上げている予備校

の代表取締役を講師に招き、管理職 ・経営者と

しての資質・ 能力向上に資する講演を行っても

らい ます。さ らに 、１ 月に は第 ２回研修会を実

施し、県 内４ 地区及び特別支援学校部会がそ

れぞれテーマを設定し て２ 年間かけて行った

調査研究の最終発表を行います。

今後 とも 県内公立学校の訓校長 ・教頭職と

しての職責を確立 し、 研修を深め、 併せて会

員の連携協力を緊密にする こと によ って、本県

教育の振興を 図る べく 努め てい きた いと 考え

ています。

（福岡県立春 日高等学校　訓校長）

佐賀県

全国理事 ・県会長　杉光　衷実

佐賀県では、 「人づく り大県さが」 を掲げ、

自分で自分の こと を決めら れる 、高い志 と佐賀

への誇り 、そ して優し さを待っ た「骨太な子ど

も」 の育成を 目指 しており ます。

令和 ７年度に も、 引き続き 匚ほ める から 、は

じめ る。 はじ まる。」 を合言葉に、 子ど もたち

の挑戦を応援する教育を推進してま いり ます。

高等学校においては、 以下の取 り組みに力を

注いでお ります。

（１）唯一無二の誇り 高き学校づくり
地域と協働し、特色ある教育活動を展開する

こと で、 次代を担 う人材を育成 しま す。 「地域

みらい留学」 を通じた全国からの生徒募集も推

進し、学校の活性化を図っ てお りま す。

（２）子どもが主体的に選択できる環境づくり
生徒が主体的に校則について議論する場を設

ける など、子 ども たち の自主性を尊重した学校

運営を進めており ます。

（３）持続可能な部活動改革「ＳＡＧＡ 部活」
生徒の多様なニーズに応え るた め、 中学校・

高校では地域 と連携し た部活動改革を進め、ス

ポーツや文化芸術に親しむ機会を確保してまい

ります。
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（４）未来へつながる学び
１人 １台端末を活用し たＩＣＴ 教育を推進し、

個別最適な学びと協働的な学びの充実を図ると

とも に、 令和 ８年度に 開催される「さんフェ

アＳＡＧＡ２０２ ６」 （全国産業教育フ ェア）への主

体的な参画を促し、生徒たちの未来の可能性を

広げます。

私たち佐賀県高等学校副校長・ 教頭会も、こ

れら の新 しい教育の潮流を捉え、生徒が未来で

活躍でき る力を育める よう 努めてい ます。

（佐賀県立嬉野高等学校嬉野校舎　副校長）

長崎県全国研究副部長
全国常任理事 ・県会長　富永　征子

本県は全国よ り速いス ピー ドで人口減少が進

行している。　１５ 年後の中学３ 年生は現在より

約４ 割が減少する見込みであり 、少子化対策、

人口の県外流出対策等が喫緊の課題となってい

る。 第四期長崎県教育振興基本計画の中 には、

「新 しい時代に求めら れる魅力 ある 学校をつく

る」 という政策の柱が立てられ、さまざまな

施策が展開さ れている。今後は県立高校再編が

進んでい く中で、 各校が魅力化 ・特色化をさら

に推し進めていく 必要がある。

本県教頭 ・副校長会は、公私立全日 制高校、

国公立特別支援学校、 公私立定時制 ・通信制高

校と複数の校種・ 課程で構成され、 今年度は

１１ １校 １５ １名 でス ター トし た。 これから の変

化の激しい社会の中で生きてい く生徒たち、そ

して、これからの教育を担 う、 若い ・魅力ある

教職員を育成する ため にも 、ま ずは教頭 ・副校

長が、知識と 広い視野を持ち、 常に教育行政の

動向を注視しつつ、様々な教育課題の解決に向

けて率先 して行動する こと が大切であり 、春・

秋２ 回の研修会は学びを深める 貴重な機会と

なっ てい る。

例年、秋季研修会では講師をお招き して講演

をしていただいている。講演ではあえて教育関

係者では ない起業家や会社経営者等をお招き

し、 お話をいただいている 。今年度 １０ 月１ ４囗、

１５ 日に実施 した秋季総会 ・研修会では、島原

市に ある株式会社 ＩＮＴＥＲＭＥＤＩＡ の代表取締役

（一級建築士）の佐々木翔様をお迎えし 、島原（長

崎） でどのよ うな思いでお仕事をされている か、

人生 １００年時代に高校で どの よう な学びが必

要か、人材育成についての ヒン トな ど、 これか

らの学校づく りや魅力化・ 特色化を進めるうえ

で多 くのことを学ぶこ とができた。

また、今年度 １０ 月に は、本県が九州各県教頭・
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副校長研修会を担当した。 みなさまの協力のお

かげで各県のつながり ができ、 多く の情報交換

ができ、 学びの多い研修会 とな った。

（長崎県立長崎西高等学校　教頭）

熊本県

全国副会長・ 県会長　緒方　稔

熊本県においては、熊本市外を中心に多 くの

県立高校で定員割れの状況が続いており 、少子

化の影響によ り今後定員割れが大幅に拡大する

と見込まれています。 ９月 に公表された 「県立

学校あり方検討会」提言書では、現在定員が満

たされている熊本市内の大規模校を含めた計画

的な学級削減が必要と示されています。

そのよう な中、熊本県は令和６ 年に策定され

た教育指針厂 くま もと新時代教育大綱」 を基本

理念とし、魅力ある県立高校づ くり に取 り組ん

でい ます。「 自ら の可能性を拡げ、 未来を切り

拓く 熊本の人づく り」 を掲げ、 急速に変化する

社会に対応できる人材の育成を目指しており、

県内の高校教育も大き く変化しつつあり ます。

教育の情報化については、 教育ＤＸの推進お

よび教職員の負担軽減を目指しています。　 １人

１台端末の日常的活用の中で個別最適な学びと

協働的な学びの一体的充実、主体的 ・対話的で

深い学びの視点からの授業改善を図ると とも に、

汎用クラウドツールや校務支援システム等の充

実による校務の効率化が進められています。

地域産業との連携によるキャリ ア教育の充実

も重要な位置づけとなっていま す。 熊本県では

半導体関連産業の集積が進んでおり、高校教育

においても地元企業との協働による職業体験や

課題研究が活発化しています。 これによ り、生

徒は地域の未来を担う 人材としての意識を高

め、 進路選択の幅を広げる こと ができま す。

共生社会の実現に向けた教育も重視されてお

り、 インクルーシブ教育の推進や特別支援教育

の充実を図り 、すべての生徒が安心して学べる

環境づく りが進められています。いじめ防止や

不登校支援にも力を入れ、 ＳＣ や外部専門家と

の連携による多角的な支援体制が整備されてい

ます。

このよう に、 熊本県内の高校教育においては

多面的な改革を促進しています。私たちは「く

まも と新時代教育大綱」の理念を深 く理解し、

生徒一人一人の可能性を引き出す教育実践に取

り組んでいる ところです。

（熊本県立第一高等学校　副校長）

大分県

（Ｚ９）

全国理事 ・県会長　甲斐　裕昭

大分県では、 複雑 ・困難化する教育課題や人

目減少や産業構造の変化な ど様々な社会的変化

の中、匚『教育県大分』創造プラン ２０２５」（令

和７ ～１５年度） を策定し、「変化の激 しい社

会を生き抜く 力と意欲を育む『教育県大分』の

創造」を基本理念として総合的に様々な取組を

推進しています。 予測困難な時代の象徴ともい

うべき事態が生じ、大分県の教育の課題が浮き

彫り になる中、学びに変容が求められま した。

匚『 リアル× デジタル』の最適な組合せによ る教

育効果の最大化」 を目的に、１ 人１ 台端末や先

端技術を対面学習などのリ アルな場面と組み合

わせた取組を積極的に推進しています。

昨年度、 県教育委員会に遠隔教育に特化 した

部署が組織され、 本年度よ り遠隔教育の 「大分

モデル」 によ る多様で質の商い学びの機会の剔

出と充実が図られるよ う取組が始ま りま した。

これによ り県内のどの地域においても生徒の可

能性を最大限に引 き出 し、 伸ばすこ とが期待さ

れま す。　Ｔｅａｍｓや ＭｅｔａＭｏｊｉＣｌａｓｓＲｏｏｍな どの
学習支援アプ リに よる個別最適な学びと協働的

な学びの一体的な取組も継続しています。

職員において も、 これ らのアプ リの活用 によ

り生徒一人ひ とり に寄 り添う指導が可能とな

り、 教材等のデジタル送信によ るペーパーレス

化、 それに伴う印刷等に要する時間の大幅な削

減につながっ ています。採点支援システムも全

校で利用され、採点時開か大幅に短縮されてい

るこ とも、教職員の働き方改革に大きな好影響

をもたら しています。

５月 には県立学校教頭 ・副校長会の 「総会」

を開催。 また、７ 月末には 匚夏季研修会」を催し、

Ｂｅｎｅｓｓｅの方をお招きし て講演や グループごと

の情報交換を行いました。 昨年度よ り再開され

た懇親会も５ 月・ ７月 ともに開催するこ とがで

き、 たいへん有意義なものとな りま した。相互

のつながりを大切にし、「チーム大分」 として「教

育県大分」の発展に取 り組んでいきたい と考え

ています。

（大分県立大分舞鶴高等学校　副校長）

宮崎県

全国理事 ・県会長　松浦　宗孝

本県では、令和５ 年度から令和 ８年度まで

の４ 年間を計画期間と する 「宮崎県教育振興

基本計画」が策定されてお り、 本年度はその折
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り返 しを迎え まし た。 「未来を切り 拓く　 心豊

かでたく ましい　 宮崎の人づく り」 をス ローガ

ンに様々 な施策が展開されてお りますが、中で

も、 「不登校に対する総合支援の推進」、匚子供

の夢や希望を後押しする教育の推進」、 匚一人一

人を大切にする教育の推進」の ３つが、 昨年

度に引き続き重点推進項目 とな っており ます。

本県の副校長 ・教頭会では、５ 月～ １１ 月に

かけて総会や研修会を ５回実施 し、 全会員７２

名が一同に集まり 、その時々の教育課題解決に

向けた研修会や地域企業等で活躍されておられ

る経営者などを講師と した講演会、 校種別、支

部（地区）別、研究委員会別の協議や情報共有

等を重ねてい ると ころ です。研究委員会につい

ては、管理運営、 教育課程、生徒指導、 進路指

導、 特別支援の５ つの部会に希望制で分かれ、

本年度は それぞれ 厂教育Ｄ Ｘの校内体制 と課

題」、匚学習指導要領実施上の教育課程の研究」、

「交通・ 安全教育のあ り方」、 「進路保障（就職・

進学）」 、「多様な特性のある生徒の支援・ 指導」

とい うテーマで議論を深めている状況です。

我々 の役割は、校長の補佐 と代理、 学校運営

の管理・ 調整、各種教育活動の推進、教職員の

マネ ジメ ント や育成、 学校の安全管理、 地域や

保護者等との連携等々多岐にわたり ます。その

よう な状況の中で この会が、各校での実践で悩

んだ り迷った りした際には 「心の拠 り所」とな

れる よう に、 また、各校の点と 点を線で結び、

その線が面「チーム宮崎」 とな り本県教育の充

実・ 発展に繋がる よう にと考え てお りま す。

それは、 その先にいる未来を生きる子ど もた

ちが社会の様々な変化をし なやかに乗り 越え、

「持続可能な社会の創 り手」と して豊かな人生

を切 り拓いていけるよ うになる ことを願って。

（宮崎県立宮崎工業高等学校　副校長）

鹿児島県

全国理事 ・県会長　小椋　貴之

本県では、国の「新たな教育振興基本計画」

を参酌し、「かごしま未来創造ビジョン」や県

教育大綱等を踏ま え令和ら 年２ 月に 策定 した

「第 ４期鹿児島県教育振興基本計画」に基づき、

１０ 年後を見据えた本県教育の目指す姿の実現

に向けて取り組んでいます。

この計画では、基本目標に 「夢や希望を実現

しと もに未来を創る鹿児島の人づく り～誰もが

幸せや豊かさ を感 じら れる地域や社会を 目指し

て～」を掲げ、「知・ 徳・ 体の調和がとれ、主

体的に考え行動する力を備 え、 未来の社会の創

令和 ７年 １０ 月３１日

り手 とな る人間」 ，「伝統 と文化を尊重 し， それ

らを育んできた我が国 と郷土を愛する態度を養

い， 互いに認め， 高め合い，生涯を通じ て幸せ

や生きがいを感じながら意欲的に自己実現を目

指す人間」を育成するため，令和６年度から５

年間に取 り組む施策を体系化しました。

本県教頭協会では毎年 ６月 下句から ７月に

かけて７地区に分かれ，県教委協力のも と地

区研修会を開催し ています。今年度 も対面形式

で実施し，教頭間の連携を深めるよい機会とな

りま した。話題の中心は「ＩＣＴ活用」 ，「不登校

生徒への学びの保障」 ，「教職員の服務規律遵守」，

「働き方改革」厂生徒募集」で した。

また，毎年１ ０月 には ２日 間の 日程で高校教

育の諸問題について研究協議を行い ，時代の進

展に即応する 教頭 とし ての資質の向上を 図り，

鹿児島県公立高校教育の振興・ 充実に資するこ

とを 目的に総会・ 研究協議大会を開催していま

す。

年度末に は， これ ら一年間の活動を まと めた

会誌 「群嶺」 を発行し，情報の共有を図ってい

ます。主な掲載内容は ，総会・ 研究協議大会の

報告 ，各地区教頭研修会の報告 ，各学校の特色

ある取組の紹介等で， これらの内容は， 職務を

遂行 して いく 上で ，多 くの示唆を与えて くれる

ものとなっています。

私たち教頭が，横のつなが りを生か しながら

率先 して学校の改革に取り 組み，本県教育の更

なる充実を図っていきたい と思いま す。

（鹿児島県立甲南高等学校　教頭）

沖縄県

全国理事 ・県会長　安仁屋　宗一郎

はい さい、ぐすー よー ちゅ ーう がな びら。

令和 ７年度３ 期日 の県会長を拝命いたし まし

た。 本県では、会長は全会員に よる投票で選出

されます。過去３ 年間を振 り返 ると 「出会い」

が人を支 え、 教育を支える とい うこ とを改めて

実感いた しま した。よ り良い学校づ くり に向け

て、 それぞれの思いを共有 し、 議論を重ねられ

るこ とこ そが本会の最大の魅力であ り、 課題解

決のアイ デアを得る場 として存在意義を持つも

のと考えております。

私か教頭 として勤務してお りま す県立球陽高

等学校は、本島中部に位置 し創立３７年を迎え

まし た。 沖縄 で、 全県一区の進学校 ４校の頭

文字から 「４Ｋ」 と呼ばれるう ちの １校であ り、

中高一貫教育を展開してお りま す。 現在はＳＳＨ

指定県内初３ 期目 の２ 年目 にあ たり 建学精神
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「進取・ 好学 ・敬愛」 のも と創造性 と国際性に

富む人材の育成を 目指 し、 日々邁進 しておりま

す。

本会の活動と して は、 ２年前か ら教育長を招

いた教育懇談会を開催 し、 行政 との情報交換の

場を設けてま いり まし た。 各学校現場における

学びの支援や職員の負担軽減につながる よう、

本会が楽しく 有意義な活動を展開するこ とを目

指し、沖縄の未来を担 う子 ども たち と、 彼らを

育て る教職員を支える ため に、 会員一同がやり

がいをも って 日々職務に励んでおり ます。

今後は、 教職員を志す生徒の育成や未来の人

材育成に も、 教頭として積極的に関わっ ていく

所存です。子 ども と真摯に向き合い、成長を支

える 健やかな教職員チーム を組織す るた めに

は、 教職員の心身の健康を支え、働きがいのあ

る職場環境を整え るこ とが欠かせません。それ

こそが教頭と しての重要な責務だと考え ます。

結びに、 全国の会員の皆様が沖縄を訪れる機

会に は、 ぜひ本県の魅力を実感していただきた

い。 首里城も 日々、着実に復元が進んでおりま

す。 沖縄の魅力を生み出す人材こそが匚沖縄県

の教育の成果であ る」 と胸を張 って言え るよ

う、 今後も活動を継続してまい りま す。 どうぞ

皆様 も健康に ご留意いただ き、 活気あふれる学

校づくり に共に取り組んでまいりま しょ う。

（沖縄県立球陽高等学校　教頭）

（３１）

事務局だより

○今後の会合予定

・１ １月 １７ 日（月） 第３ 回全国理事研究協議会

（アルカ ディ ア市 ヶ谷）

文部科学省講話：

厂デジタル学習基盤における教育課程の基準

の改訂」 について

講師 文部科学省初等中等教育局 主任視学官

田村　学様

○今後の刊行物の発刊予定

・全国要覧第４８号　　　 令和７年 １０月末予定

・全国大会集録第６２号　令和７年 １１月中予定

・研究集録第５０号　　　 令和７年 １２月末予定

・会報第 １２３号　　　　 令和８年 １月 末予定

・調査研究集第４９号　　令和８年２月 中予定

○令和７ 年度第３ 回全国総務部会

・１０月 １７ 日（金）ナーペルお茶の水会員集会室
１３：００～　総務部会

・事業中間報告

・会計中間報告

・会計中間監査報告

・第 ６４ 回全国大会報告

・第 ６５ 回全国大会準備委員会報告

・研究部より

研究集録第５０号編集会議結果報告

全国特別調査 （鹿児島県） 報告　など

・第 ３回全国理事研究協議会について

・令和８ 年度事業計画 （案）

・本会規約の一部廃止と制定について

１５：３０～　情報交換

１６：３０～　全国大会事務引き継ぎ

○次年度への事務引き継ぎなどについて

・第 ６５ 回全国大会発表者 ・発表主題の報告、

発表原稿の提出について

‥・ 令和 ８年 １月 中句に発表担当県の会長様

宛てに依頼し ます。

発表者氏名・発表主題 ‥・令和８年５月 １日 締切

発表原稿提出 ‥・令和８年５月 １５ 日締切

発表要旨 （大会集録用）…令和８年７月 ２５ 日締切
・令和８ 年度当初の各種報告の依頼

‥・ 令和 ８年 ２月 中旬に各県市会長様宛てに

依頼します。

会長 ・文書等送付先報告

総務部員報告

会員構成報告

表彰候補者推薦
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全国理事推薦

会員名簿作成　　等

‥・ 提出期限　令和 ８年 ５月 １５ 囗（予定）

今夏、第 ６４ 回全国大会が開催された北海道

は、 本州に居住する者としては爽やかな気候で

あったと実感しま した。しかしながら、 国内で

の猛暑日数は過去最大を記録し、温帯低気圧が

日本近海で台風に発達するなど海水温の上昇は

明らかです。

某国大統領は、「地球温暖化はおきていな

い」、「気候変動対策は『史上最大の詐欺』」だ

と嘯いていますが、気候変動・ 温暖化は確実に

進行しています。 そして、 生徒の安全・ 安心な

教育環境を維持するため、 各県市教育委員会で

は、 様々 な暑熱対策を実施 して おり ます。

今年の大会宣言の一部を引用します。
「・ ‥さ らに、気候変動に伴う 地球温暖化の

影響は教育現場にも及んでいます。 囗本の平均

気温は世界平均を上回 る速度で上昇 して おり、

猛暑囗や熱帯夜の増加は、 生徒の健康や教育活

動の制限、学習環境に直接的な影響を与えてい

ます。こ のよ うな状況に対応するため、 環境教

育や安全教育、防災教育の一層の充実・ 強化が

求め られています。」

総会以降、地区研究協議会大会が各地区で開

催され、 中国地区大会 （８ 月１９日 、２０日松江

市）、九州地区大会（１０ 月２ 日、３日長崎市）、

東京地区大会 （１０月 １４ 囗） 、東北地区大会（ １０

月２３囗 、２４日青森市）、四国地区大会（１０月

２３ 日、２４ 日高松市）、 東海地区大会 （１０月 ２４
囗津市）、近畿地区大会（１１ 月７ 囗京都市）な

どが終了 していま す。

地区研究協議会での講演や研究発表、協議主

題な どを拝見する と、 「探究的な学び（活動）」

「地域と の連携」 匚生徒支援（体制）」 「生徒主体

の学校」 匚生成ＡＩの活用」「業務改善」「働き方

改革」「不登校対策」 「管理職のウェルビーイン

グ」 など、今日的 ・喫緊の課題への対応に関す

る単語が散見されます。

不登校生徒の 「学びの継続」のための遠隔授

業（通信教育）の実施に係る研究が進んでいま

す。 課題はまだ山積されていますが着実に進め
ていかな ければな りま せん。私見ですが、「不

登校」と う用語は別の表現に改まらないものか

と考えます。 匚不登校は『悪いこと』ではあり

ません」 とはいう ものの、 ネガティ ブな表現で

ある こと には変わ りあ りません。

一方で、 給特法等の改正案 （「公立の義務教

育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措

令和 ７年 １０ 月３１日

置法等の一部を改正する法律案」） は、 一部修

正の上で、５ 月１ ５囗 の衆議院本会議、 ６月 １１

日の参議院本会議において可決され、成立しま

した。

教師を取り巻く環境整備と して、

・学校における働き方改革の更なる加速化

・学校の指導 ・運営体制の充実

・高度専門職である教師の職務の重要性にふさ

わしい処遇改善

の三点目に対応するものですが、一部修正とし

て、 ２０２９ 年度までに教員の １ヵ月の時間外勤

務時間（時間外在校等時間）を全国平均で３０

時間程度に削減する目標や、公立中学校の３５

人学級の実現などが明記されま した。また、令

和８ 年４ 月から「主務教諭」の導入が可能と

なり ます。

本稿入稿時点では、まだ次の内閣総理大臣が

決ま っていない状況ですが、今後も、教育行政

の動向を注視して行く ことが必要です。

残り ４ヶ月となり ましたが、ど うぞよろし

くお願いいた します。

（事務局長　玉井　篤）
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